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I　 はじめに――本研究の目的と問題関心
II　本研究の意義と限界
1　先行研究に見る過不足
2　調査手法の利点と制約――ケース・スタディ
III 分析視座――4つのイシュー
IV ケース・スタディの成果――記述と説明
1 　「第１次提言書」の策定をめぐる政策過程：2001 年 5 月～ 2002 年 5 月
（1）従来の政策決定のあり方に疑義を呈した「市民委員」の存在
（2）「第 1次提言書」の先駆性とは何か
（3）県行政の憂慮と「市民委員」の思惑：実現可能性なき計画案・説明
責任・協働・行政裁量
2 　「県民計画」の策定をめぐる政策過程：2002 年 7 月～ 2003 年 4 月
（1）県知事選挙の帰趨と「第 1次提言書」の受容
（2）「県民計画」の内容をめぐる論議：先駆的施策の存続と削減目標を
めぐる非合意　　［以上，第 54 巻 3 号］
3　「県民計画」の実施から「温暖化対策条例」の制定に至る政策過程：       
2003 年 5 月～ 2006 年 3 月　　［以下，本号］
（1）実施過程における「県民計画」の停滞
（2）「県民計画」の推進を担保するための法制化
（3）他の自治体の模倣による条例制定と「県民計画」の位置づけ
4　「温暖化対策条例」の下での「県民計画」の改訂をめぐる政策過程：
2006 年 3 月～ 2008 年 2 月
（1）改訂の必要性をめぐる見解の相違
（2）改訂の帰結とその意味合い
V　知見の総括と含意――おわりに代えて
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上記（本章 2（2）②および③参照）で見た修正および強化・拡充を経た「第
1次提言書」は，2003 年 5 月，「県民計画」として正式採択に至った。採択以降，
新設の企画局地球環境課を中心に，計画内容の実現が約 2年間にわたり模索さ
れた後，2005 年 5 月，田中知事は「温暖化対策条例」の制定を県環境審議会
に諮問した。
この時，同審議会委員の任期は 2004 年 6 月末をもって終了し，すでに新委
員の選任が行われており，計 2名の「研究会」委員が再任となった（「市民委員」
の D氏と学識経験者）。また，「県民計画」策定時と同様，当該案件の実質的
審議機関として，審議会の下部組織たる地球温暖化対策検討会（以下，「条例
検討会」）が組織され，計 4 名の「研究会」委員が専門委員として就任した（「県
民計画」策定時は計 6名）。このうち「市民委員」は B氏，D氏，G氏の 3名（「県
民計画」策定時は計 4名），他 1名は企業関係委員の H氏である。審議会・「条
例検討会」委員の人選にあたっては，田中知事から「県民計画」策定時の委員       
を含めるよう直接の指示がなされた。
諮問にあたり，田中知事は，「県民計画」の目標達成のための条例制定を行
うとし，その内容についてこれら審議機関の意見を求めるとした。しかし，計
画策定時の肯定的な評価（上記本章 2参照）とは異なり，そこでの決定に対す
る「市民委員」の評価は，「県民計画の実現を担保する規定は何一つとして条
例化されなかった」と厳しく，また，このような見立ては，一部の県庁担当者
により共有されるところとなった。以下では，なぜ，「県民計画」の実現に寄
与しない条例制定となったのか，当該政策過程のあり方を見る。
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「県民計画」の策定・公表後，県庁担当部課には，環境省や経済産業省から
計画内容に関する問い合わせがあり，県で導入を検討する施策に対して国の補
助金を支給したいとの打診が行われた。しかし，ある県庁担当者は，「脱ダム」
を標榜する田中県政下では，国の補助金があるから対策を講じるというだけで
は県民に対する説明責任を果たせず，対策を講じるための正当事由（対策の目
的・必要性と予想される具体的成果など）が明示できなければ，単なる中央省
庁からの打診が国の補助金を利用する根拠になることは難しくなりつつあると
した。
このような理解は，それを裏から見れば，採択された「県民計画」が施策推
進のための正当事由を提供できるのか，そして，所管部課は，庁内の他の部課
との相互調整を経て，事業実施に要する自前の予算を獲得することができるの
かが問われることを含意する。そして，これを問うこと自体は，すでに見た，
田中知事による庁内組織再編や人員配置が企図した横断的検討作業の実践に他
ならず，「市民委員」としては，その実践の帰結として，県政策体系下におけ
る温暖化防止政策の優先順位の向上がはかられることを期待していた。
しかし，以上の目論見は，そのほとんどが現実のものとならなかった。複数       
の県庁担当者は，この時すでに，「県民計画の最も困難な部分は，それが既存
の行政組織を前提に，そこで何ができるかという作りになっていないこと」，「県
民計画の中には，そのベクトルが県の現行政策の方向性と合致しないプロジェ
クトが多々盛り込まれており，その部分に関しては行政内部における合意形成
が困難となるため，施策を実現する際の障壁がより高いものになる」としてい
た。また，「県民計画」に盛られた施策には，費用対効果の観点から行政とし
て実施に移すことが難しいものが多いとの指摘も見られた。たとえば，「長野
県ならでは」とされていた水道凍結防止帯に関する施策（上記本章 1（2）①参照）
は，その実施段階において，住宅建設のあり方自体を大きく見直す必要がある
が，県行政としては，これを事務事業としてどのように具体化すべきか，その
見通しを立てることができず，実際にどのくらいの規模の予算を投じれば，期
待される CO2 削減効果が得られるのかが判然としなかった。これらの県庁担
当者の指摘からは，「県民計画」の遂行を通じた「市民委員」の目論見が，行
政実務上，いかに実現困難なものと見なされていたのかが垣間見えよう。
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「県民計画」の策定とほぼ時を同じくして，県庁では，温暖化防止に貢献す
る技術提案を民間企業に呼びかけ，県庁舎，各地の合同庁舎および県内の県有
施設をフィールド試験地としたモデル事業を展開した。県は，先進性や実現可
能性といった観点から企業提案を審査し，選出された企業は，自社技術を用い
て関連施設の整備にあたることで，地球温暖化防止に貢献する企業であること
を PRすることができるというのが，本募集事業の趣旨である90。県財政が逼
迫し政策遂行に十分な予算が確保できない中，企業の自発性に基づく事業展開
を通じて実際に実施可能な施策から着手し，その結果として，「県民計画」の
90　選定された技術は，提案企業の費用負担により県有施設に導入され，企業としては，当該
土地を無償で借りる形で自社技術のPRが可能となる。「県施設を舞台に温暖化防止技術を
PRしませんか？－企業参加による温暖化防止技術提案と施設整備の募集－」，http://www.
pref.nagano.jp/kikaku/tikyu/chikyu/propo/bosyu_1/bosyu_1.htm（2003年7月25日参照）。       
実現が部分的にはかられることがここでは企図されていた。そのため，本モデ
ル事業には，企業提案の内容が「県民計画」に記載の温暖化対策に合致するこ
とという条件が付された91。所管部課である企画局地球環境課としては，企業
の参加を得て事業を実施してゆけば，関係する他の部課とも協議・連携を行う
ことが不可避となり，それを契機として，温暖化防止政策の重要性や必要性に
対する庁内の認識が高まることを期待したのである。同課では，全国の企業を
対象にモデル事業の募集が行われ，田中知事としても，東京，大阪を含む県内
外での公募説明会に自らおもむき，直接企業に参加を呼びかけるなどした。専
門家で構成される技術選考委員会が，県民が傍聴する場で優良技術の選考を行
い，知事自身もその審査に参加することで，事業推進に自らコミットする姿勢
を見せた。がしかし，たとえば，県庁舎の屋根に太陽光パネルを設置するとい
うパイロット事業も，施設重量が重すぎて，建築構造上，安全性の観点から設
置が困難であることや，民間企業名を冠した当該施設の県庁舎への設置に財政
措置が確保されないといった理由92 から，具体的な成果を得るには至らなかっ
た。
なお，本モデル事業に関連して，田中知事は，「県民計画」に掲げられた施
策として，県産間伐材を用いた木製ガードレールを企業と共同開発するとした。
91　同上。具体的には，以下の事業が応募対象となった。a）木質バイオマス・エネルギーの活用，
b）太陽エネルギーの活用，c）マイクロ水力や雪氷冷熱エネルギーなどの活用，d）長野モ
デル省エネルギー住宅の確立・普及，e）省エネルギー機器の普及，f）未利用熱および排熱
の利用，g）有機物循環システムの構築，h）中水（雨水）の積極的な利用，i）使い捨て社
会からの脱却，j）都市緑化の推進，k）自動車交通のエコ化，l）脱温暖化技術支援と普及促進。
92　ある「市民委員」からは，主に県行政から示されるこれらの理由づけに，県庁舎屋根への
太陽光パネルの設置を拒むだけの合理性がない，との見解が示された。また，本モデル事業
において，田中は，風力発電施設の設置推進に関心を示したとされる。同委員からすれば，
県内各地点の風況調査の結果や自身が設置した小型風力発電施設の実際の稼働状況などから
判断して，風力発電施設の設置に重点を置くべきではないとの理解を有していた。ここでは，
住民の「目に見える」風力発電施設の設置を田中が選好した可能性を指摘することができよ
う。しかし，太陽光発電施設同様，当該事業の推進にも具体的な成果は見られなかったとさ
れる。        
この開発事業は，庁内で同時進行していた森林整備と連動しており，土木部道
路維持課が募集を行った結果，県内外の11社から応募が得られたものである 93。
2003 年度，技術審査を経た 5社との研究開発の成果として，国の安全基準を
満たした 3つのタイプの「信州型木製ガードレール」が設置認定を受けたこと
から，2004 年度以降，年 1億，4年間で 4億円の事業費が予算化されることに
なった。県内観光地（軽井沢，霧ヶ峰，上高地）などでのこれら木製ガードレー
ルの設置には，国土交通省や林野庁の補助金・交付金が充当され，県費支出は
2分の 1に抑えられた94。
本施策は，「県民計画」との関連で予算割当が実現した数少ないものの一つ
であったが，県議会多数会派からは，「通常の鉄鋼性ガードレールに比べて費
用対効果に劣り，耐久性の検証が不十分である」との批判が寄せられた95。そ
のため，木製ガードレール事業費は，2005 年 3 月の県議会土木委員会において，
当初予算案のうち設置費用が減額修正の上可決となった（事業費前倒しによる
2億 1,700 万円を計上したが，1億 1,700 万円減額し，1億円に修正）96。この
ような議会決定を受け，「第 1次提言書」策定に携わった「市民委員」を含む
有志 5名は，「木製ガードレールの当初予算案の採決についての要望書」を提
出し，本会議での満額復活をうったえたが，この要望は実現を見ず，続く 6月
の県議会では，再度，1億 6,800 万円の事業費が予算計上されたものの，全額
93　「県内外から11社応募　木製ガードレール審査」，2003年7月5日，http://www.nagano-
np.co.jp/cgi-bin/kijihyouji.cgi?ida=200307&idb=42（2008年7月20日 参照）。
94　「信州型ガードレールのご紹介」，2008年9月16日，http://www.pref.nagano.jp/doboku/
iji/moku.htm（2009年2月20日 参照）。
95　「長野県議会会議録」，http://nagano.gijiroku.com/voices/search.html（2008年7月20日
参照），平成17年2月定例会本会議－03月23日－13号，p. 982。「信州型木製ガードレー
ル予算は何故減額されたのか」，2005年3月28日，http://www.paw.hi-ho.ne.jp/t-tetsu/
kensei_omou/omou_126.htm（2008年8月3日参照）。
96　環境審議会議事録，2005年5月9日，http://www.pref.nagano.jp/kankyo/kansei/shingikai/
ksr50509.pdf（2008年10月24日参照），p. 4。「こんにちは県議会です　2月定例会のあらま
し」，2005年5月10日，http://www.pref.nagano.jp/gikai/tyousa/kouhou/kouhou82.htm（2008
年10月24日参照）。        
削除の決定が下された97。
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再選後の田中知事は，上記モデル事業になんら芳しい成果が伴わない中，木
製ガードレール事業に自ら深くコミットするものの，先に見たように，かえっ
てそれが議会との対立を深める結果を招いた。この間，県庁担当部課における，
「県民計画」関連事業の予算編成作業にも具体的成果が伴わず，知事からの「県
民が目にして行動に移す対策をとれ」との指示は実行に付されないまま事態は
推移した。その上，2004 年 4 月，田中知事は，2002 年 12 月に企画局に設置の
地球環境課を廃止する組織再改編と，それに関連した人事異動を敢行した。こ
れにより，温暖化対策の所管は，知事により近い企画局ではなく，原課であ
る生活環境部に移管され，同部内に地球環境課が配置（2004 年 5 月 1 日付け）
されることとなった。
このような知事の決定・業務遂行は，県庁職員の目に制裁色の強いものと映
り，組織横断的相互調整を経て温暖化防止政策がアジェンダにのることを期待
していた「市民委員」は，県庁内における当該対策の後退を象徴する動きとし
てこれを捉えた。また，ある「専門委員会」委員は，制裁発動が政策的見地か
らなされず，知事への忠誠の多寡により人事が決まるとの庁内の疑心もあり，
県議会との対立を先鋭化させるものの，自ら掲げた理念を事業化する手腕を持
たない知事に対して，県庁職員の多くが疑念と失望を増幅させたとした。同委
員はまた，このことが組織横断的検討や相互調整への士気喪失につながり，職
員によるサボタージュという次元において，これら作用の発揮が意図的に放棄・
阻害されるようになり，「県民計画」の策定から 2年が経ちその内容のほぼす
べてが実施されていなくとも，それはむしろやむを得ないとする庁内環境が漸
97　岡本一道（2005）「県議，木製ガードレールに体当たり，やつ当たり？」『たぁくらたぁ』
2005年4月・第5号，青人草，p. 56。「あらためて木製ガードレールの意義を考える」，2005
年7月11日，http://www.paw.hi-ho.ne.jp/t-tetsu/kensei_omou/omou_148.htm（2008年10
月24日参照）。        
次醸成されていったとした。
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2004 年終盤，知事に近いある県庁担当者は，「最も目に見える対策の取り方
として，（温暖化問題に特化した）条例制定を知事に進言」した。これは，計
画の推進に法的根拠を得ることで，その進捗を後押しすべきだとの観点からな
されたものであった。この頃，「市民委員」や県内の市民団体などは，「県民計
画」に対する県民の認知度がいっこうに高まらないことを問題視し，様々な機
会を捉えては，より一段形式性の高い条例制定を契機にこの状態を改善し，計
画内容の実現をはかるべきだとの意見具申を行っていた。また，「市民委員」
の中には，温暖化問題に特化した条例の制定要請は，2001 年の「第 1次提言書」
の策定時以来のことであり，その検討開始に 2年――「第 1次提言書」の策定
からは 3年――という時間を要したこと自体に不満を抱く者もいた98。
このような経緯からは，「温暖化対策条例」の制定が「第 1次提言書」・「県
民計画」の延長線上に位置づけられる営為であり，その眼目が「県民計画」中
の施策の実現可能性をどれほど確保できるかに置かれていたことが理解でき
る。この点に関して，ある県庁担当者は，「県民計画」が「絵に描いた餅にな
りつつある」状況を打開すべく，いわば「窮余の策としての条例制定だった」
と指摘した。
田中知事は，2005 年 2 月県議会の提案説明において，「全国の都道府県に先
駆け地球温暖化対策を具体的に進めるための条例の制定を目指し，より持続的
な脱温暖化社会を構築するための大きな仕組みを発信するとともに，目に見え
る形で対策を進めてまいります」とした99。策定当初，条例に頼らなくても「県
98　岡本一道（2005）「瀕死の『地球温暖化防止県民計画』」『たぁくらたぁ』2005年1月・第4
号，青人草，p. 28-30。
99　前掲注95・「議会会議録」，平成17年2月定例会本会議－02月16日－01号，p. 10。       
民計画」を実行してゆくとしていた知事だったが，その進捗が思わしくないこ
とから，条例制定による停滞打破という考え方を受け入れたとされる。地元紙
の『信濃毎日新聞』は，「知事，突然の意向表明」との見出しの下，「担当の県
生活環境部が『聞いていなかった』突然の表明で，具体的な説明はまだない」100
として，この時の知事表明を唐突なものと報じたが，「市民委員」からすれば，
自分たちは常に条例制定を求めてきたのであり，このような報道がなされるこ
と自体，「第 1次提言書」から「県民計画」に至るまでの考え方やそれに呼応
すべき県の温暖化防止政策が，いかに地域に浸透していないかの証左であっ
た101。
なお，ここで理解に難しいのは，「温暖化対策条例」の制定という意思決定と，
先に見た担当部課の改廃・人事異動という意思決定とが，ほぼ同時期に行われ
た点である。つまり，すでに見た「県民計画」の目論見を慮れば，知事により
近い企画局に所管は存置すべきだったといえ，その意味では，同局地球環境課
の廃止は温暖化防止政策の優先順位を下げる行為ともとれるが，その一方で知
事は，ようやく条例制定を目指すとして同政策の優先順位を上げたともとれる
のである。この点に関して，ある県庁担当者は，この時の知事の判断にどれほ
ど意味のある戦略性があったかは甚だ疑問だとした。また，このころに前後し
て，田中自身，温暖化防止政策に対するコミットメントを失い，そのことを察
知した「市民委員」も，一時は寄せていた知事の政治的リーダーシップへの期
待を失い，むしろその反動として田中への失望と落胆の度合いを深めていっ
た102。
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2005 年 5 月，知事から諮問を受けた県環境審議会の下に「条例検討会」が
100　『信濃毎日新聞』2005年2月17日。
101　前掲注98。岡本一道（2005）「マンモスの嘆きが聞こえませんか」『たぁくらたぁ』2005
年4月・第4号，pp. 53-5。
102　前掲注70。        
設置され，条例内容をめぐる実質的な論議・決定はすべてここで行われた。「条
例検討会」では，同年 12 月までの約 7ヶ月にわたる審議期間中，計 10 回の
公式会議，および，「関係団体との意見交換」（2日間），「地区説明会」（のべ
14 地区・9日間，計 149 件の意見提示あり），「県民意見の募集」（計 79 人から
440 の意見提示あり）が開催された。「条例検討会」の事務局は，生活環境部
地球環境課がつとめた。
計 9名の委員からなる「条例検討会」は，計 3名の「市民委員」（B氏，D氏，
G氏）の他，弁護士（1名），学識経験者（1名），環境 NPO（1名），企業関
係者（1名，H氏），基礎的自治体関係者（1名），その他委員（1名）から構
成された。また，「専門委員会」での審議同様，メーリング・リストが活用さ
れた。
「条例検討会」第 1回公式会議では，「県民計画」をベースに条例の内容を考
えるべきだとして，この点のコンセンサスがいち早く確認され，どのような条
例を制定することが「県民計画」に盛られた施策の推進とその実効性の確保に
つながるのかが主たる検討課題とされた103。無論，このようなアジェンダ設
定を主導したのは「市民委員」であったが，他の委員や事務局からそのことへ
の異論が示されることはなく，以後の「条例検討会」においては，上記検討課
題をめぐり，大要，以下のような意見が出された。
a）「県民計画」はその施策の実施に強制力がないため，実現がはかられな
いのはむしろ当然なのであり，法令としての条例を制定するのであれば，規制
や義務化あるいは行政罰や課徴金などを伴う措置により，施策の実現が担保さ
れたものにすべきではないか104。また，規制的措置により増大するコスト負
担を軽減するため，減免措置を伴う税のグリーン化や排出量取引制度などを同
103　第1回長野県環境審議会地球温暖化対策検討会議事録，2005年5月30日，http://www.
pref.nagano.jp/kankyo/kansei/ondan/jourei/kentou/1-gijiroku.pdf（2009年2月3日 参
照），pp. 7-30，および，第1回条例検討会の意見の集約（案）について，http://www.pref.
nagano.jp/kankyo/kansei/ondan/jourei/kentou/2-shiryou1.pdf（2009年2月3日参照）。
104　前掲注103・第1回議事録，pp. 2-3，7-8，10。         
時に盛り込む，ポリシー・ミックス規定を検討すべきだ105。
b）「第 1次提言書」・「県民計画」においては，信州・長野という地域特性
にこだわり，独自の温暖化対策を進める結果，地域社会のなにがどう変わるの
かというビジョンを示したが，この部分を条例の理念などとして採用・表現す
べきだ。もしそうしなければ，CO2 の何パーセント削減という数値目標を掲
げてみても，一般の県民は，それを実現することが自らの生活にとってどのよ
うな意味を持っているのかがわからず，結局のところ，条例への支持や理解が
得られないことにより，「県民計画」の意義が県民に伝わらないままになって
しまう106。
c）本条例の下で地域社会のなにがどう変わるのかを可視化すべしとした上
記 b）の論点との関連で，24 時間型営業の規制問題と公共交通機関の整備問
題は，つぎのようにその必要性が論議された。現在，安価な石油を前提とした
大量消費型社会の象徴たる 24 時間型のライフ・スタイルがさらに深度を高め
つつあるが，深夜営業時間の短縮により，長野県でこそ享受できる豊かな自然
とともにある生活と今日の24時間型の生活との乖離の解消をはかるべきだ107。
また，公共交通機関の整備による自動車利用の抑制策については，高齢者，自
転車利用者，歩行者をいわば交通弱者として，温暖化問題のみならず，社会的
公平性の問題をも視野に入れて，条例の理念が議論されるべきであり108，問
題解決に向けた具体策としては，その第一歩として，事業所従業員による「マ
イカー通勤の削減」策（上記表 III-1 参照）に関する規定を設けるべきだ109。
105　第2回長野県環境審議会地球温暖化対策検討会議事録，2005年6月22日，http://www.
pref.nagano.jp/kankyo/kansei/ondan/jourei/kentou/2-gijiroku.pdf（2009年2月3日参照），
pp. 14-5。
106　前掲注103・第1回議事録，pp. 16-7。
107　同上，pp. 24-5，および，第3回長野県環境審議会地球温暖化対策検討会議事録，2005年
7月26日，http://www.pref.nagano.jp/kankyo/kansei/ondan/jourei/kentou/3-gijiroku.pdf
（2009年2月3日参照），pp. 31，34-5。
108　前掲注103・第1回議事録，pp. 17-8，28-9，および，同105・p. 17。
109　前掲注103・第1回議事録，pp. 17-9，および，同107・第3回議事録，pp. 9-12。         
d）さらに，委員からは，施策の推進に不可欠となる財源・予算措置の発動
を可能にする具体的規定を条例に盛り込むことの重要性が指摘された。そこで
は，県財政に余裕がなく，必要な予算を割り当てることができないために「県
民計画」が実施に移されなかったこと，かといって県下の基礎的自治体に施策
実施を命ずることも，分権改革に着手以降のわが国では困難であることを踏ま
え，県自身が財源・予算措置を確保することに本条例制定をもって法的根拠を
与えるべきだとされた。具体的には，法定外目的税の活用による環境税の新設
や基礎的自治体と連動した固定資産税の減免措置，あるいは，県下市町村への
財政支援策や事業者および環境 NPOへの補助金支給を県として検討・施策化
すべきだとの意見が示された110。
f）加えて，施策の実施主体を特定し，市民を含む第三者がその進捗をモニ
タリングすることで，施策の強化・改善を可能にする制度の導入がうたわれ
た。これが条例化されれば，参加的手法を通じた透明性の高い計画進行管理の
確立に貢献するとされた111。かつ，このような PDCAサイクルの制度化にあ
たっては，市町村毎の CO2 排出総量の把握・公表を促すような措置を条例化し，
当該区画単位での排出量の増減を数値によって可視化することで，削減の実効
性を確保することの重要性も指摘された112。
上記で紹介した見解は，そのいずれもが，「県民計画」の基本精神や方向性
を継承し，その施策の実効性を担保するためには，なんらかの規制的措置や財
源・予算措置および施策の進捗を管理する制度的措置を含む条例制定が企図さ
れるべきだとするものである。この意味において，「条例検討会」での論議は「市
110　前掲注105・pp. 12-3，32，同107・第3回議事録，p. 31，35，第4回長野県環境審議会地
球温暖化対策検討会議事録，2005年8月30日，http://www.pref.nagano.jp/kankyo/kansei/
ondan/jourei/kentou/4-gijiroku.pdf（2009年2月5日参照），pp. 7-8，52-3，および，第5回長
野県環境審議会地球温暖化対策検討会議事録，2005年9月15日，http://www.pref.nagano.
jp/kankyo/kansei/ondan/jourei/kentou/5-gijiroku.pdf（2009年2月5日参照），pp. 14-7。
111　前掲注103・第1回議事録，pp. 31-2，および，同110・第4回議事録，pp. 8-9。
112　前掲注105・pp. 4-5，13。　          
民委員」がかねてより抱く問題意識をなぞりつつ推移したとの評価が可能とな
る。
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一方，県庁担当部課は，「条例検討会」での審議に並行して，「県民計画」を
反映した条例というものの「相場観を知るため」に，温暖化対策を盛り込んだ
他の自治体条例がどのような規定を有しているのかを調査した。具体的には，
長野県に先立ち温暖化対策に特化した条例制定113 を検討していた京都府，大
阪府，京都市，および，温暖化問題に特化した条例ではないが，2000 年の「環
境確保条例」の改正を経て独自の施策導入を済ませていた東京都などが参照対
象となった114。調査・検討の結果，県行政は，「県民計画」を反映した条例と
他の自治体の既定条例の間には相当の乖離が生じることが予想され，「条例検
討会」の論議には「調整と妥協が必要になる」との理解を得た。
なお，県行政としては，「他の自治体ですでに成立している条例」という点が，
議会対策上，最も説得力を持つとの理解を有していた。なぜならば，県議会と
しては，他の自治体ですでに導入されている条例には，各界各層にわたる利害
調整の結果が反映しており，当該地域において受入可能なものとして理解され
ていると見なし得るからである。また，自前の条例を制定する際，他の自治体
が実施している対策を導入しないとなれば，それは県民の目には取り組みの後
退と映り，批判の矛先が議会に向くことも予想される。
そのため，「条例検討会」での論議を尊重する立場にある県行政としては，
113　ここでいう「温暖化対策に特化した条例制定」という捉え方の不確定性については，前
掲注42。
114　この時，京都府および大阪府の当該条例は，2005年9月に議会への議案上程が予定され
ていた。なお，他の自治体の条例内容を参照するという行為自体は，なんら珍しいことでは
なく，わが国地方レベルのおよそすべての政策領域で行われていると考えられる。また，田
口（2008）は，2000年以降，いわゆる第1次分権改革の成果として，機関委任事務の廃止に
伴う首長等規則の条例化が求められたことにより，他の自治体条例を相互参照するという行
為が――「自治体法務」という考え方の下で――業務として定着したことを指摘する。前掲
注29・p. 164-9。          
他の自治体の条例内容を踏まえつつも，どれだけ「県民計画」を反映したもの
にできるのか，その着地点を探ることが主たる検討課題になると見ていた。な
お，事務局担当者の中には，「県民計画」の反映は，長野県の独自色を出すこ
とに直結するのであり，県行政としても，もしもそれが可能であれば，むしろ
望ましいことだとの理解を持つ者もいた。田中再選後，県庁職員の間では知事
からの離反が加速化していたとされるが，担当部課としては，「条例検討会」
と協働する姿勢を示していたというのが，複数の「市民委員」の認識でもあった。
しかしながら，同時に，複数の県庁担当者からは，「県民計画」の反映に消
極的にならざるを得ない要因として，以下のような指摘が得られた。
まず，「県民計画」を象徴する施策とされた 24 時間型営業の規制という対策
は，a）CO2 削減効果の観点からいえば，排出量過大といえる事業活動が他に
多々ある中で，なぜ 24 時間型営業の事業者の行為のみが規制対象とされるの
か，公平性の観点から問題があるとの指摘が，「関係団体との意見交換」を通
じて寄せられていた115，b）a）の論点とも連動し，営業活動の自由を条例に
おいて規制するという権限行使に対して，対象事業者・業界から憲法訴訟を提
起される可能性がある。以上から，県行政としては，審議過程の当初より，こ
のような訴訟リスクを孕む規制的措置の条例化は，まずもって認められないと
の認識を得ていた。
また，各種施策の実現に欠かせない財源・予算措置についても，a’）温暖
化対策を主目的とした条例において環境税などの新税制の導入を規定した前例
が他の自治体に存在せず，b’）その前例を長野県が破るには，「条例検討会」
に与えられた審議時間はあまりにも短く，十分な検討の上，環境税などの措置
を条例化することは不可能であり，かつ，c’）上位条例である「環境基本条例」
において，施策の財源措置に関する一般的規定がすでに存在するのであり，そ
115　長野県環境審議会地球温暖化対策検討会意見交換会議事録，2005年10月17日，http://
www.pref.nagano.jp/kankyo/kansei/ondan/jourei/kentou/i-gijiroku1017.pdf（2009年2月3
日参照），pp. 16-31，55-60，73-85。         
の下位条例に位置づけられる「温暖化対策条例」の下，太陽光発電や木質バイ
オマスといった個別具体の施策に対して補助金などの予算措置を予め確保する
規定を盛り込むことは適切ではない，とされた116。したがって，県行政とし
ては，他県条例にあるように，いわゆる努力規定とすることはできても，それ
以上の拘束力を持つ具体的規定を条文化すべきではないと理解していた。
さらに，ある県庁担当者からは，「県民計画」中の施策を条例化することの
問題点として，以下のような指摘がなされた。行政として実施に移すことが困
難な「県民計画」中の施策の条例化をはかり，仮にそれが可決・成立した場
合，当該施策の進捗は事務事業評価の観点から PDCAサイクルにのり，その
パフォーマンスが精査されることになる。庁内や県議会の理解を得られず，結
果，事務事業として実施し得ない施策を条例に盛り込んでしまえば，担当部課
として業務停滞の説明責任を問われ，そもそも何のための条例制定権の行使
だったのかとの批判が向けられる可能性がある。つまり，行政計画である「県
民計画」の進捗に県行政はいうまでもなく説明責任を負うが，条例制定を契機
にさらにそれを上回る――いわば，「よりリアルな」――説明責任が発生する
のであり，行政実務の遂行という観点からは，計画段階にも増して実施が予め
確実視でき，その成果を当該事務事業のパフォーマンスによるものとして内外
に説明できる――つまりは，実現可能性が十分に担保されている――施策の条
例化が望ましい。
以上の見解は，上記 c’）で見た，計画中の個別施策への予算措置の確約規
定を条例中に盛り込むことへの県行政の躊躇を説明するものでもある。また，
ここからは，県庁内部において，「県民計画」の進捗がはかられない現状を条
例制定によって打破するという考え方自体に疑問を持つ者がいたことが看取さ
116　前掲注107・第3回議事録，pp. 17-8，同110・第5回議事録，pp. 15-20，および，第8
回長野県環境審議会地球温暖化対策検討会議事録，2005年11月15日，http://www.pref.
nagano.jp/kankyo/kansei/ondan/jourei/kentou/8-gijiroku.pdf（2009年2月3日 参 照 ），pp.
10-4，16-21。          
れよう。
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上記で見た，県行政による消極的な理解を受け，ある「条例検討会」委員
（「市民委員」）は，各回の会議にのぞむ自身の状態を「手足を縛られた状態で
もがくしかなかった」と表現した。これは，規制的措置と財源・予算措置の双
方が確保され得ないのであれば，「県民計画」の実施および当該施策の具現化
は，条例制定をもってしても実現することはないとの理解をあらわしたもので
ある。また，他の委員（「市民委員」）は，事務局が「条例検討会」での議論を
引き取った上，どのような項目について条例化を検討すべきかを考案・例示す
る際，他の自治体条例における当該規定が常に参照されることに苦言を呈し，
「これでは県民計画は脇に置かれ，結果として長野県独自の温暖化条例になら
なくなってしまう」とした117。
しかし，審議にのぞむ県行政の認識は，「条例検討会」での論議を受け，各
委員の認識が収斂した結果，「（規制などの）強制はそぐわない，県民計画から
一歩踏み出すためには自主的な措置としてやってゆこう」とのコンセンサスが
得られたというものであった。この点に関し，「条例検討会」委員の中には，
事実上，条文草案作業の一切を委ねざるを得ない事務局による提案は，法規関
連の専門的見地に基づいており，それを委員が覆すことはほぼ不可能との理解
から，心中では「なんとなく丸め込まれている感じ」があるものの，条例化が
困難だとする県行政の見解は結局のところ受け入れざるを得ないとした者もい
た。具体的には，審議過程で示される，条例案の議会上程に必須とされる法令
審査にかかわる当該部課（情報公開課）の見解や，税制問題は県税制審議会が
論議すべき事項だとの事務局見解に対しては，委員として反論の術を持たない
117　前掲注110・第4回議事録，pp. 45-7。         
との指摘が見られた。
以上からは，委員と県行政の間に認識の相違があったことがわかるが，「条
例検討会」では，なお，「県民計画」の反映や長野県独自の条例制定の可能性
をめぐり，つぎのような論議が委員の間で交わされた。
a) 24 時間型営業の時間短縮の協定化：「県民計画」の実現を通じてライフ・
スタイルの転換をはかりたい委員にとっては，24 時間型営業の時間短縮は象
徴的な意味を持つものであり，なんとかして条例に位置づけたい施策であった。
また，委員は，飲料自動販売機の設置制限も含め，深夜でも物品の購入が可能
となっていることの弊害――すなわち，夜型ライフ・スタイルの助長――の除
去，および，自動販売機の宣伝用照明により星空などの夜間の景観が損なわれ
ている――いわゆる，光害――問題の解決というように，温暖化対策以外の観
点からも本対策の義務化をはかるべきだとした。なお，これらの問題点は，県
民や県議会議員から指摘されていたものでもあり，また，全国市長会が対策の
必要性を議論した経緯があることなどから118，委員としては，営業時間短縮は
社会的に要請されつつある施策だとの思いがあった。加えて，同時期には，大
手コンビニエンス・ストアの株式会社ローソンの新浪社長が 24 時間営業の見
直しを視野に入れた発言をしており119，委員からは，フランチャイズ契約の下，
採算がとれずとも 24 時間営業を強いられている個々のチェーン・ストア店舗
の中には，身内が深夜勤務に従事している労働形態に不満を持つ者や，深夜時
118　同上，p. 36，および，前掲注107・第3回議事録，pp. 31-2。全国市長会は，2005年6月，
温暖化防止に向けての省エネルギー対策として，「ライフスタイルの多様化と相まって，コ
ンビニエンスストアやスーパーマーケット等の深夜または終夜営業の店舗が増え，社会全
体といてサービスの24時間化が進んでいる。しかし，深夜または終夜営業は一部の消費者
には便利であるが，エネルギー効率は極めて悪い。エネルギー消費抑制だけでなく，環境
や安全の観点からも，一定限度の規制が必要である」とした。全国市長会「都市と環境－
美しい日本，持続可能な社会を目指して－【提言】」，2005年6月8日，http://www.mayors.
or.jp/opinion/teigen/170608toshitokankyo/all.pdf（2008年11月23日参照），p. 4。
119　「常識越え先手を打つ　会社を変えろ！ローソン新浪の挑戦『24時間やめます』」『日経
ビジネス』2005年2月14日号，p. 32-5。         
間帯の売り上げが僅かで営業時間短縮はむしろ収益改善につながるとの期待か
ら，営業時間を夜 11 時までとすることに経済的インセンティブを見いだす者
が，すでに多く存在するとの認識が示された120。
そこで，「条例検討会」では，当該の企業・業界からの反発もあり，一律に
営業規制を課すことはできないまでも，県（知事）と事業者とが協定を締結す
ることにより，個別の店舗毎あるいは地域毎に営業時間の短縮をはかることが
できないかが検討された。具体策としては，本協定締結が現実のものとなるた
めの措置として，知事に協定締結権を付与する案が示された121。
これに対して，県行政および企業関係の委員からは，i）県（知事）を当事
者として，民間事業者間の私的契約に介入することの限界と問題性，ii）基礎
的自治体の頭越しに県が協定を締結することへの当該地域からの反発，iii）た
とえ締結権限を知事に付与したとしても，一方当事者である企業・業界との合
意形成が事実上不可能，iv）温暖化問題に特化した条例において，夜型ライフ・
スタイルや光害といった温暖化以外の問題解決をはかることの不適切さ，と
いった懸念すべき点が指摘された122。また，「関係団体との意見交換」を通じ
て，当該の業界である社団法人日本チェーン・ストア協会，同日本フランチャ
イズ・チェーン協会および自動販売機関係団体123 からは，v）夜間営業の時間
短縮は CO2 排出削減効果に乏しいにもかかわらず，24 時間型営業事業者のみ
が協定締結当事者として特定化されることは公平性に欠ける，vi）光害の観点
が指摘されるが，夜間営業により防犯（被害者による店舗への駆け込みや歩道
などの暗がりの解消）などの社会貢献をしている点を勘案すべきだ，との批判
120　前掲注86，または，同110・第4回議事録，p. 35。
121　前掲注107・第3回議事録，p. 32，同110・第4回議事録，pp. 34-6，同・第5回議事録，
p. 55-6，および，第7回長野県環境審議会地球温暖化対策検討会議事録，2005年10月28日，
http://www.pref.nagano.jp/kankyo/kansei/ondan/jourei/kentou/7-gijiroku.pdf（2009年2月
3日参照），pp. 11-6。
122　前掲注121・第7回議事録，pp. 13-26。
123　自動販売機関係団体とは，具体的には，社団法人全国清涼飲料工業会，日本自動販売機
工業会，日本自動販売機協会，長野県自動販売機事業者連絡会のことを指す。         
が寄せられた124。
そのため，「条例検討会」は，協定締結主体を県知事としつつも，当該権限
に強制力を付与することはせず，かつ，県下各地域の本件に関する意向を反映
するための措置として，「市町村長又は地区の代表者」が知事に対して協定締
結を申し出ることができ，その申し出を受けた知事は「協定を締結するよう努
めなければならない」との規定を条例化するとした125。なお，これに対しては，
知事に課せられたのはいずれの場合も努力義務であり，そもそも当該企業・業
界との合意が得られていないことに加え，長野県では田中の政治姿勢や行政運
営のあり方をめぐり知事対市町村長という首長間対立の構図もあり，協定締結
に果たしてどれだけの実現可能性があるのかはおおいに疑問だ，とする複数の
委員および県庁担当者が見られた126。
b) マイカー通勤の削減：「条例検討会」では，自動車依存からの脱却をはか
るためには，公共交通機関の整備が不可欠であるとしたが，鉄道・バス事業の
起業といった当該施策の具体化・予算化が不可能だと見ると，その次善策とし
て，同趣旨のマイカー通勤の削減に関しては，なんらかの具体策を伴う施策と
して，なんとか条例中に盛り込みたいとの見解が示された。長野県では，県で
消費されるエネルギーの約 20％が通勤のための自家用車利用によるものとさ
れ，この点からもマイカー通勤の削減策が温暖化問題に特化した本条例におい
124　前掲注115。
125　前掲注121・第7回議事録，pp. 12-26。「II 長野県地球温暖化対策条例（仮称）の検討
結果について」長野県環境審議会「地球温暖化対策について（答申）」，2006年1月13日，
http://www.pref.nagano.jp/kankyo/kansei/ondan/jourei/kentou/toushin.pdf（2009年2月3
日参照），p. 10。
126　ただし，ある「市民委員」からは，24時間営業を行わない個別事業者が，店舗周辺の地
元有力者（すなわち，地区の代表者）と協議・合意の上，当該地区における協定締結を知事
に申し出る可能性は高いとの指摘がなされた。無論，この場合でも，知事，地区の代表者，
当該事業者の間で締結される協定により，当該地区における他の事業者が24時間営業を妨
げられることはないが，同「市民委員」としては，たとえば，新規参入を試みる事業者に対
して，締結された協定の存在を示すことにより，事実上，24時間営業の出店を阻止できる
のではないかとの見立てを有していた。         
て規定されることには，政策的な合理性があるとされた127。
これを受け，「条例検討会」では，税制グリーン化の一環としてマイカー通
勤税を課すなどの案も検討はされたものの，関係アクターとの合意形成に難儀
することが明らかな当該税制措置を今回の条例に盛り込むことは，結局のとこ
ろ不可能だとの理解がもたらされた。そこで，「条例検討会」では，やはり次
善の策として，一定規模以上の事業者に従業員のマイカー通勤の削減計画の策
定・提出やマイカー通勤の CO2 排出量の算定・報告の義務化，あるいは，カーシェ
アリング（相乗り）や輪番制の導入について，その可能性が論議された128。し
かし，企業関係委員からは，i）鉄道・バスといった公共交通機関なき現状下
では，従業員の通勤手段を企業側が確保することになり，経営負担が過大にな
る，ii）仮に企業側がシャトル・バスなどによる通勤手段を提供できたとして
も，帰宅時の買い物や食事といった生活用途に自家用車利用は依然必要不可欠
であり，行動の自由を奪われる従業員の理解と合意は得られない，iii）従業員
が自発的に行うのなら別だが，カーシェアリングを企業側が強制するとなると，
事故時の労災認定などの問題が生じることになり，iv）これを公的資金で補填
するような制度が新設されない限り，企業側の理解・合意はまず得ることはで
きない，といった点の指摘がなされた129。その結果，「条例検討会」では，「事
業者は，その従業員が通勤のために使用する自己所有の自動車の使用の抑制に
努めなければならない」として，義務づけを伴わない規定を条文案とすること
となった130。
c) 再生可能エネルギーの導入をめぐる電気事業者対策：「県民計画」では，
太陽光発電などの地場産再生可能エネルギーを用いた電力供給量を一定割合
127　前掲注103・第1回議事録，pp. 17-9，および，同107・第3回議事録，pp. 16-8。
128　同上，および，前掲注116・第8回議事録，pp. 40-4。
129　前掲注107・第3回議事録，p. 9-12，同116・第8回議事録，pp. 40-4，および，第9回長
野県環境審議会地球温暖化対策検討会議事録，2005年12月5日，http://www.pref.nagano.
jp/kankyo/kansei/ondan/jourei/kentou/9-gijiroku.pdf（2009年2月4日参照），pp. 32。
130　前掲注125・「II長野県地球温暖化対策条例（仮称）の検討結果について」，p. 10。         
（たとえば 10％）にまで引き上げるとし（上記表 III-1 参照），電気事業者に対
する買取義務をうたったが，事務局からは，当該事業者との合意が得られない
として，他の自治体が実施する当該制度を参考に，導入計画書・実績報告書（「再
生可能エネルギー計画書」）の提出を求める措置が代替案として示された。
しかし，主に環境 NPOの委員からは，電気事業者に対しては，すでに国の「電
気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法」（以下，「RPS法」）
の下，再生可能ネルギーの一定割合の導入が義務づけられている以上，同法上
の計画・実績を単に別途自治体に報告させるだけの措置を条例で新設すること
に意味はなく131，「RPS法」の導入義務に上乗せする措置や「RPS法」が求
めていないエネルギー源種類毎に細分化された計画・実績報告書の提出義務を
条例化すべきだとの意見が示された。同委員によるこのような提案は，「RPS
法」の下での電気事業者による導入実績を見ると，国が認める廃棄物発電（バ
イオマス混焼）の導入量が多く，導入義務の履行がゴミの減量や CO2 排出削
減に必ずしも寄与しておらず，かえって風力や太陽光といった再生可能エネル
ギーの普及を阻害しているとの問題意識に基づくものであった132。
これに対しては，域内の対象事業者である株式会社中部電力より，「関係団
体との意見交換」を通じて，つぎのような反対意見が寄せられた。i）「RPS法」
では，事業者に電源選択の自由度を認めることで，より低コストでの再生可能
エネルギーの導入を進めるとの立法趣旨を持ち，ii）導入目標の遵守達成にあ
たり，電気事業者自らが対象電源を開発するほか，RPSクレジット（新エネ
ルギー等電気相当量）の売買を認めるなど，全国規模での市場メカニズムの活
用を認めているが，iii）そのような中，再生可能エネルギーの種類・内訳にか
かわる計画・実績が公表された場合，「RPS法」対象電源毎の導入状況が容易
に把握できることとなり，結果として，RPSクレジット価格の高騰など，経
済合理的な利用目標量の達成が阻害され，電力自由化における自社の競争上の
131　前掲注110・第4回議事録，pp. 40-1。
132　前掲注110・第5回議事録，pp. 3-4，8-9。         
地位が侵害されるおそれがある133。
また，これを受けた「条例検討会」では，企業関係委員からも，「電気事業者は，
長野県だけに供給しているわけではなく，RPS法指定のエネルギー導入義務
を遵守するため全国的に展開しており，県だけが異なった義務内容や目標値を
設けることは，企業活動上，とくに長期的な投資や施設開発にとって妨げにな
る」，「再生可能エネルギーの種類毎の導入量の公表を義務づけることは，企業
秘密の部類に相当し法人権利・利益の侵害にあたる」134 などとした反対意見が
示された。
このように，「条例検討会」内でのコンセンサスが得られず，議事日程の最
終局面に至るまで審議が紛糾したことから，最終的には，対象事業者である中
部電力に意見を求め，その了解が得られる範囲内で「再生可能エネルギー計画
書」制度を設計することが，委員間で確認された135。その結果，再生可能エ
ネルギーの種類毎の導入実績に関する情報提供は求めないこととなり，結局の
ところ，「RPS法」に準拠して他の自治体がすでに条例化していた制度が模倣
されることとなった136。
d) 対象事業者の裾下げによる義務化範囲の拡大：一定規模以上の排出を行う
事業者への CO2 削減計画（「排出抑制計画書」）の策定義務づけは，すでに「県
民計画」においてうたわれていた。他の自治体でも条例で同種の対応が導入さ
れており，事務局からも，「排出量算定・実績報告書」制度が条例化可能との見
解が示されていた。そのため「条例検討会」では，本計画書制度の義務化対象
133　前掲注115・pp. 31-9。
134　第10 回長野県環境審議会地球温暖化対策検討会議事録，2005年12 月19日，http://www.
pref.nagano.jp/kankyo/kansei/ondan/jourei/kentou/x-gijiroku.pdf（2009年2月10日参照），
pp. 23-34，39-48。
135　同上，pp. 51-60。
136　たとえば，当時京都府が導入を予定し，2000年以降，東京都がすでに運用していた同種
「再生可能エネルギー計画書」制度が参考にされた。長野県地球温暖化対策条例（仮称）の
義務付けの基準等について，2005年12月5日，http://www.pref.nagano.jp/kankyo/kansei/
ondan/jourei/kentou/9-shiryou.pdf（2009年2月15日参照），p. 2。         
者の範囲確定において，長野県の特性を踏まえた独自の対象設定（裾下げ）の
可能性をめぐり論議が交わされた。たとえば，事務局からは，国の「エネルギー
の使用の合理化に関する法律」（以下，「省エネ法」）（第 17条（当時））に準拠した，
年間 1,500kl以上のエネルギーを使用（原油換算値）する事業所を対象とする
案が提示されたが，「条例検討会」では，この裾きり基準によると捕捉率が事業
所数にして 0.1%と小さいことから，これを引き下げることにより，当該エネ
ルギー使用量にして 7～ 8割の捕捉を目指すべきだとの見解が示された137。
しかし，事務局からは，本計画書制度の義務化対象者の捕捉（不）可能性の
観点から，このような裾下げが困難であるとの指摘が寄せられた。この指摘は，
計画書の提出を義務づけるにあたり，それを遵守しない者になんらかの制裁措
置を課すことで，当該制度の実効性を担保しようとするのであれば，制度の実
施――つまりは，条例の制定・施行――に先立って
4 4 4 4
，県行政が義務化対象者を
すべて
4 4 4
捕捉していることが，必須の前提になるとの理解に基づくものである138。
この時，制度案としては，非遵守者への知事による勧告の後，氏名等の公表と
いう制裁措置の導入が予定されていた。対象者すべての把握が予め完了してい
なければ，義務を履行しない者の氏名公表は自ずと不可能となり，非遵守者に
よる制度へのただ乗り（free ride）を阻止することができず，法令執行上，公
平性の問題が生じることになる。ここから，「条例検討会」では，義務化対象
者の裾下げを行う県独自の制度案は採用できないと理解され，「省エネ法」の下，
国レベル（経済産業省）においてすでに全対象者が捕捉されている，原油換算
エネルギー使用量 1,500kl以上の事業所という裾切り基準が条例案139 として採
137　前掲注107・第3回議事録，pp. 6-8。
138　前掲注110・第4回議事録，pp. 12-4，および，同・第5回議事録，p. 38。
139　ここでいう「裾切り基準」自体は，条例本体においてではなく，その施行規則において
規定されるものである。「条例検討会」では，条例制定の次年度（2006年度）以降，原油換
算エネルギー使用量が年間1,500kl以上の事業所を所有する事業者を対象とし，当該事業者
が所有する県内の事業所をすべて合算して作成された「排出抑制計画書」の提出を義務づ
けることで，捕捉率の向上を目指すべきことが論議された。前掲注129・第9回議事録，pp.
4-8，20-3。          
用されることとなった。
なお，このような対象事業者の裾下げ，あるいは，義務内容の上乗せ・横だ
しにかかわる検討は，建築物の新築・改築・増築などを行う者（「建築物環境
配慮計画書」），自動車を保有し事業を行う者（「自動車環境計画書」），電気機
器等販売者（省エネラベルの表示），駐車場設置者（アイドリング・ストップ
の看板掲出），自動車販売業者（燃費などの環境情報の提供）に対する当該措
置についても行われたが，いずれも国法および他の自治体の条例において既設
あるいは採用予定の基準・義務内容が用いられることとなった。たとえば，「自
動車環境計画書」や「建築物環境配慮計画書」において記載すべき事項は，東
京都，大阪府，京都府といった他の自治体のものと同じものとなった。なお，
「建築物環境配慮計画書」の対象建築物の範囲確定にあたっては，「省エネ法」
基準に準拠した事務局案の延床面積 2,000 ㎡を用いたのでは，義務化対象とな
る建築物が県内に少なく（年間 100 棟が対象），また，建築設計事務所協会と
の意見交換の際に裾下げを検討するよう求められた経緯もあり，「条例検討会」
案として，同 1,000 ㎡（この場合は年間 260 棟が対象）あるいは 500 ㎡という
裾下げ基準の採用が提案された140。しかし，これもまた，先に見た「排出抑
制計画書」の対象事業者と同様，義務化対象となる建築物の捕捉の問題がある
ことと，裾下げを行った場合，「建築基準法」（第 6条）上の特定行政庁として，
省エネ措置の届出窓口（2005 年改正「省エネ法」第 75 条）となっている県下
基礎的自治体（長野市，松本市，上田市）との調整をはかる必要があることか
ら，「省エネ法」や京都府の当該条例と同様の 2,000 ㎡が裾切り基準として採
用されることになった141。
上記（a）から d））から理解できるように，「条例検討会」での審議を経て
条例案に盛り込まれた施策は，努力義務として当事者の自主対策に委ねられる
か，なんらかの計画の策定・提出が義務化されるとしても，その際の対象事業
140　同上，pp. 42-8。
141　前掲注134・pp. 1-11。          
者の範囲や遵守負担は，国あるいは他の自治体が規定するところを上回るもの
にはならなかった。
なお，以上のような「調整と妥協」の結果は，県行政から見れば，「条例検
討会」が答申する条例案を県議会で成立させるために「必要な落としどころ」
であった。とくに県議会からは，条例により県内事業者が被る「痛み（経済的
負担）」に対する配慮を求める指摘があり142，ある県庁担当者は，長野県独自
の負担が原因となり，県内企業から工場・事業所などの県外移転を検討すると
の反論が寄せられれば――それが現実に行われるかどうかにかかわらず――こ
れを押し切ってまで対策を導入することには，県行政としても躊躇せざるを得
ないとした。また，県の条例が事業者にどの程度の負担を課すものになるのか
は，県下市町村の首長および議会議員にとっても重大な関心事である。したがっ
て，条例制定過程において，県庁担当部課はこの点の説明責任をも負うことに
なるが，独自負担を課す県の権限行使に対して，これらアクターから合意を得
ることには相当の困難が伴うとの理解が示された143。
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では，以上で見たような，いわば「意図に沿わない」条例制定となることを，「市
民委員」や他の「条例検討会」委員はどのように受け止めたのだろうか。審議
過程において，「条例検討会」には，先に本章 3（2）②で見たような見解――
なかんずく，施策への予算割り当てや財源措置の確保――が反映され得ないの
であれば，そもそも条例制定にうったえる意味が薄れるとして，当初与えられ
た日程（2005 年 12 月末までを予定）を超えてでも，論議・検討を尽くすべき
だとの意見も存在した。より時間を掛け，税務，交通といった他の部課との調
整や事業者・県民との合意形成につとめる中で，「県民計画」にうたわれた独
142　前掲注95・「議会会議録」，平成17年12月定例会商工生活環境委員会－12月14 日－01
号，p. 14-6，および，同，平成17年12月定例会商工生活環境委員会－12月15日－01号，p.
17。
143　加えて，ある県庁担当者からは，県下市町村長の一部と田中との対立が深化する中にあっ
ては，ここでいう合意の可能性は現実にはほぼゼロに近いとの見立てが示された。         
自策の条例化を可能な限り模索すべきだとの見解である144。また，これに関
連して，条例案の作成を 2段階にわけて行い，まずは施策推進の大枠を定めた
条例案の答申を行い，それが議会で可決・成立した後，より細部にわたり懸案
項目を条例化することの可否などが論議された145。しかし，審議の進行に応
じて，「条例検討会」では，与えられた審議期間中に答申を行い，当初の予定
通りに条例案を議会に上程する――すなわち，条例制定を先延ばしせずに，こ
の機会に一括として可決・成立させる――という点で意見集約がはかられるこ
ととなった。これを可能にした要因は，以下の通りである。
まず，審議機関のあり方として，検討の結果をその時の最善のものとして知
事に答申するのが前例であり，制定後の改正の必要性を予め視野に入れた条例
案の上程は，議会における可決・成立の可能性を低めかねない。また，社会情
勢の変化などに応じて必要な修正を条例に施すこと自体は，無論あり得べき営
為であるが，県審議会・「条例検討会」のイニシアティブでいざそれを実行し
ようとしても，委員が企図したとおりに改正を実現できるとは限らない。した
がって，与えられた審議期間の中で，「条例検討会」での検討成果を一括かつ
最終的なものとして草案化し，当初予定した通りに条例制定を期すべきだとの
見解が事務局から示された146。
また，上記① d）で見た，義務化の対象となる事業者などの範囲設定（裾切
り基準の設定）は，すべて条例施行規則レベルにおいて行われるものであり，
条例本体施行後に施行規則の改正によって裾下げを行えば――議会手続を経ず
に――施策の強化・拡充が可能となる。このことから，事務局は，本条例の制
定に際にしては，「小さく生んで，大きく育てる」という方針をもってのぞむ
べきとの見方を示した147。この意味では，今回の条例は，以後「進化し得る条例」
144　前掲注110・第4回議事録，pp. 26-8。
145　同上，pp. 3 -4，26-7，19-22，および，前掲注110・第5回議事録，pp. 19-22。
146　同上。
147　前掲注129・第9回議事録，pp. 4-8，および，同134・p. 68。         
と見ることもでき，「条例検討会」としては，将来的に全対象事業者の捕捉が
完了するなどした時点で，施行規則の改正が行われることが期待できるとして，
このような事務局の見解を受け入れることとした。
しかし，以上の各要因が意見形成に作用したものの，「条例検討会」委員が「先
延ばしせずに条例制定を果たす」とした最大の要因は，条例の下で知事が定め
る「対策推進計画」（第 8条）を，当面は「県民計画」によって代替すること
を取り決めることができた点にある。「対策推進計画」は，排出削減目標や目
標達成措置およびその実施目標などを定めるものであるが（同条第 2項），こ
れに「県民計画」を充てることにより，「県民計画」はそれ自体が条例の中に
取り込まれ，計画中の施策推進に法的根拠が付与される，との解釈が生じるこ
ととなった148。この点をめぐり，ある県庁担当者は，「県民計画は対策推進計
画として生きることになった」ため，「（条例）検討会の熱気を吸収することが
できた」として，このような措置が「調整と妥協の要になった」との理解を示
している149。
また，ある「市民委員」によれば，この取り決めは，「県民計画」が「対策
推進計画」として生き残るのであれば，条例本文中に「県民計画」中の施策を
盛り込むことは，同計画の全体像や一体性をかえって稀釈させかねないとの見
方を「条例検討会」にもたらした。「県民計画」は，それが全体として「対策
推進計画」として位置づけられるのであるから，敢えてその中の一部を取り出
148　前掲注110・第4回議事録，p. 8，同116・第8回議事録，pp. 23-4，および，第6回長野
県環境審議会地球温暖化対策検討会議事録，2005年9月22日，http://www.pref.nagano.
jp/kankyo/kansei/ondan/jourei/kentou/6-gijiroku.pdf（2009年2月11日参照），pp. 11-6。
149　なお，「温暖化対策条例」は，「環境基本条例」の下位条例として，温暖化対策の推進と
いうより特化した役割を担うものであることから，その目的や趣旨を規定する条項――たと
えば，条例の前文――において，上記本論（2）②b）で見た，今後目指すべき地域社会の
あり方に関するビジョンが示されることはなかった。したがって，この限りにおいて，ビジョ
ンを提示しそれを条例に盛り込むべきとしていた「市民委員」の要望は満たされなかったこ
とになる。しかし，「対策推進計画」として「県民計画」がそのまま採用されたことにより，
当該ビジョンは――修正を付したものとして――計画中に存置されることとなった。         
して条文化すべきではないとの理解である150。
Ԛ᧦଀೙ቯࠍ߼ߋࠆ⍮੐ߩࠦࡒ࠶࠻ࡔࡦ࠻
以上からは，「条例検討会」における「予定通り議会を通過させる」という
決定が，条例案をめぐる県行政と委員との妥協を成立せしめたことがわかる。
議会での成立を期すのであれば，条例案への反映という点において，「県民計
画」はその存在を薄めざるを得なかったのであり，両者の政策選好の均衡点に
は，上記で見た「対策推進計画」をめぐる取り決めが位置したのである。そして，
このような着地点は，田中知事にとっても受け入れ可能なものであった。つま
り，「温暖化対策条例」を県議会で通過させるというアジェンダは，知事自身
の優先事項でもあった。
この点，ある県庁担当者は，条例案上程にあたり，知事は，その内容が京都
府や大阪府の当該条例と同程度の水準になることを了承していたとした。加え
て，条例案上程の直前，2006 年 1 月の時点では，草案に議会反発を誘発する
規定が残されていたが，その後，担当部課による条文修正を知事は受け入れて
いる。具体的には，上記① a）で見た，24 時間型営業をめぐる協定締結条項は，
「条例検討会」最終草案の段階では，知事に対して締結を求めることができる
主体として，「市町村長」に加えて「地区の代表者」を規定していた。がしかし，
この規定をめぐっては，市町村会議などの意見交換の機会を通じて，当該の首
長などから，「地区の代表者」と知事とが連携をはかり，市町村に対していわ
ば頭ごなしに協定が締結・下達されることへの懸念と反発が示されていた。そ
のため，担当部課としては，県議会での可決を期すための措置として，「地区
の代表者」という文言を条例案から削除したのである151。
以上から理解すべきは，知事としては，「県民計画」を反映した条例案を敢
150　さらに，ある「条例検討会」委員は，「県民計画」が一体として効力を保持するのだから，
条例の条文自体は細部にわたって規定する必要はなく，抽象的な表現によるものでよいとの
理解ももたらされたとした。
151　本論上記（3）①a）参照。前掲注125，および，「温暖化対策条例」第13条2項。         
えて上程し，その受け入れを拒否する議会を世論の批判に曝そうする戦術を採
用しなかった点にある。この時の長野県議会（2006 年 2 月定例会）では，同
じ環境問題を扱う「廃棄物の発生抑制等による良好な環境の確保に関する条例」
案が継続審議となり152，かつ，その理由が，市町村による一般廃棄物処理施
設の建設にあたり，知事との事前協議を義務づけるとした規定が，市町村長の
理解が得られない不適切な知事の権限強化にあたるとして，県議会の反発を招
いたことにあった153。したがって，このことに鑑みれば，なぜ知事が，「温暖
化対策条例」に関しては，上記条文修正を容認することで，議会との対立を避
けその成立を期すとの決定を下したのかが，問うべき論点となるのである。
ある県庁担当者は，この点について，以下のような見解を示した。まず，「地
152　同定例会の知事提出議案に関しては，以下のURLを参照。「website信州　長野県公式ホー
ムページ」，定例会等の状況，http://www.pref.nagano.jp/gikai/tyousa/katudou.htm#023（2007
年2月15日参照）。また，「廃棄物の発生抑制等による良好な環境の確保に関する条例」の継続
審議に扱いに関しては，「こんにちは県議会です」，長野県議会広報第86号，http://www.pref.
nagano.jp/gikai/tyousa/kouhou/kouhou86.pdf（2007年2月15日参照）。なお，田中は，本定例
会における「知事提案説明」の中で，温暖化対策に続いて廃棄物対策に言及しているが，すで
にその時に，本論で指摘した「事前協議の義務づけ」に対して，議会からの反発があるとして，
以下のように述べている。「市町村が設置する一般廃棄物処理施設も対象とするのは『市町村
の権限を侵害する恐れがないか』と述べる向きもおられます。けれども，産業廃棄物処理施設
と一般廃棄物処理施設は，どちらもごみを処理する施設に変わりはなく，・・（中略）・・環境
影響等に対する配慮は同等になされることが望ましいのです。・・（中略）・・真に持続可能な
社会を本県が目指す上で，喫緊の課題となっている廃棄物行政を大きく前進させるべく，議員
諸姉諸兄の歴史に恥じぬ聡明なるご判断を伏してお願い申し上げます。」平成18年度2月県議
会定例会における　知事議案説明要旨（長野県庁提供資料），pp. 20-1。なお，温暖化対策と廃
棄物対策に関する言及部分については，pp. 18-23参照。同「知事提案要旨」は，以下のURL
にて参照可能。http://yassy.system-a.org/hisyo/speech/gikai602.htm（2009年2月16日参照）。
153　ある「条例検討会」委員は，ここでの市町村長や県議会の反発に関連して，つぎのような
理解を示した。「廃棄物の発生抑制等による良好な環境の確保に関する条例」の制定は，田中
の直接任命による県外アクター主導で行われたが，その結果，市町村長の権限を浸食する可能
性のある規定が盛り込まれ，県議会がこれに反発した。つまり，長野県の実情をよく知らない
県外アクターが，いわば「中を引っかき回している」のであり，「温暖化対策条例」の下でも，
田中と親密な県外アクターが「地区の代表者」を名乗り，協定締結を知事に求めることで，無
用の混乱が起こることが憂慮される。以上からは，一度は与えた田中への信任の低下のみなら
ず，田中の命を受け県政に関与する県外アクターに対する不信感の増大が見て取れよう。         
球環境問題の解決」といういわゆる総論賛成の政策課題に取り組む「温暖化対
策条例」は，反田中の議会154 といえども少なからず賛成してくる余地のある
ものであった。そして，そのような総論賛成の政策課題の処理をめぐり，自身
提案の条例案が可決に至らないという知事としての業績が，自らに不利に働く
――つまりは，「温暖化対策条例」でさえ
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通せない知事というのも，田中提案で
あればなんでも反発して見せる議会と同様，批判に曝される――可能性がある
との認識が田中にはあった。これに加え，たとえ「温暖化対策条例」をめぐり
県議会との摩擦を演出したとしても，それがどれほどのメリットを知事にもた
らすのかが判然としなかった可能性もあった。とくに，「県民計画」に特徴的と
された，飲料自動販売機やコンビニエンス・ストアの営業時間規制といった対
策の推進に自ら固執して見せることが，果たして県民からのポジティブな反応
を引き出すことにつながるのかどうかの判断が困難だったと見ることができる。
以上は，推論もまじえた不確定な部分が残る知見である。しかし，ここから
は，温暖化対策の推進に不可欠となる県民からの支持の維持・拡大が，いかに
困難なことかが垣間見えよう。すでに触れたように，「県民計画」は，策定当時，
その先駆性ゆえにマスコミや関連業界などから注目を集めた（上記本章 1（2）
②参照）。しかしながら，この時の知事の決定は，策定から 2年余りが経過し
てしまえば，――当時，京都議定書の第一約束期間開始（2008 年）がより近
づいていたにもかかわらず――「県民計画」の処遇，さらにいえば，その存亡
154　2002年7月に失職を選択した田中が再選後，県議会では保守系最大会派の県政会が解散し，
後の県議会選挙（2003年4月）では，同氏の政治姿勢に共鳴するいわゆる「田中チルドレン」
が当選を果たすなど，この時の議会はそれ以前の議会と勢力図を変化させていた。改選後の
県議会は，過去最高の10会派と無所属議員に分立し，事実上の知事与党とされる会派（「ト
ライアルしなの」）の擁立も見たが，その一方で，10年ぶりに「自民党県議団」が発足し，同
党に批判的な田中とは「是々非々」の立場をとるなど，新たな展開が見られた。これにより，
知事不信任に至る過程で生じた知事と県議との「感情的な対立」を払拭し，「オール与党」化
した吉村県政時代には見られなかった，「政策本位の『前向きな緊張関係』に立った論戦」が
交わされることが期待されたものの，両者対立の構図はそれ以降も解消せず，その度合いは
むしろ悪化の一途をたどることとなった。『信濃毎日新聞』2003年5月1日，17日および23日。         
を県民に問い掛けることに，県内世論の喚起という政治戦術上の利点さえ見い
だされない状況が，すでに存在していたことを示唆するものといえよう。
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2006 年 3 月の「温暖化対策条例」制定後，時をおかずして「県民計画」は
改訂の手続に付された。具体的には，同条例が全面施行となった2007年2月（筆
者調査時）の時点で，担当部課により，すでに同年度中の改訂が予定されていた。
なお，条例第 8条は，「推進計画は必要に応じて改定するもの」（第 5項）とし，
改訂に際して知事は，「あらかじめ，環境審議会の意見を聴かなければならない」
（第 6項）と規定する。
「県民計画」策定時と同様，計画の改訂内容をめぐる実質的な論議は，環境
審議会の下に設置された地球温暖化対策専門委員会（以下，「改訂・専門委員会」）
において行われ，2007 年 7 月から 2008 年 1 月までに計 4回の公式会議が催さ
れた。「改訂・専門委員会」の事務局は，生活環境部環境政策課がつとめた。「環
境政策課」は，2006 年 8 月の県知事選で田中の三選を阻止した村井仁（2006
年 9 月 1 日知事就任）による組織改正に伴い，それまでの「地球環境課」（後
の地球環境チーム）に代わって，温暖化問題の担当部課として設置されたもの
である（なお，2008 年 4 月に再度組織改編が行われ，生活環境部は環境部に名
称変更となった）。
「改定・専門委員会」委員は，村井知事の下で任命され155，計 10 名のうち
155　なお，2006年6月末を任期期限としていた環境審議会委員（計21名）は，三選を阻止さ
れ離職直前の田中知事（当時，知事任期は8月末まで）により再任・新任された計12名で構
成されることとなった。その後，同年9月1日就任の村井新知事により，審議会定員の上限
30名（「長野県環境基本条例」第26条1項）を満たすまで委員の補充が行われた。田中によ
り任命された審議会委員の中には，村井による新委員の補充が，田中支持者である委員の発
言力を希釈することにあったとの理解を示す者もいる。この点については，青山貞一・池田
こみち「長野県の審議会事情」，2006年12月27日，http://eritokyo.jp/independent/aoyama-
col7315.html（2008年9月25日参照）。         
の 2名が「県民計画」の策定経緯を知るアクターとなった。2名とも，「研究会」，
「専門委員会」，「条例検討会」のいずれにおいても委員をつとめた経験を持つ
（「市民委員」の D氏，企業関係委員の H氏）156。これら 2名の委員は，「県民
計画」の推進の可否をめぐり選好を異にしていたが，両者とも，改訂の必要性
自体に疑義を呈し，「改訂・専門委員会」で審議の結果，「県民計画」は全面的
に改訂されたとの評価を下した。また，この評価は，複数の県庁担当者によっ
ても支持された。以下では，なぜ，「県民計画」は根本的な修正を施されたのか，
当該政策過程のあり方を見る。

ޓᡷ⸓ߩᔅⷐᕈࠍ߼ߋࠆ⷗⸃ߩ⋧㆑
先に（上記本章 3（3）②参照），「条例検討会」における「調整と妥協の要」
として，「県民計画」が「温暖化対策条例」上の「対策推進計画」として位置
づけられたことを見た。そのため，「改定・専門委員会」の委員となった「市
民委員」は，条例制定後は，「県民計画」の実現に向けた各種対策が，以前に
比べより確実に進展するとの観測を有していた。かねてより，同委員は，策定・
公表後の「県民計画」に対する県民認知度が極めて低いことを問題視してお
り157，「温暖化対策条例」とのいわば「抱き合わせによる実施」により，計画
の趣旨や内容に対する理解が広く県民の間に浸透することを期待していた。こ
のような理解もあり，同委員としては，今回の計画改定は，微修正を施す程度
――つまり，「マイナーなもの」――になることを見込んでいた。
しかし，県行政としては，これまでの経緯から，「県民計画」に沿った事務
156　従来の審議過程同様，委員間でメーリング・リストが活用された。しかし，委員となった「市
民委員」によれば，かつてのような頻度で利用されず，電子メールを通じた非公式な論議の
影響力も，かつてのそれとは異なり，ほぼなきものとなった。
157　2007年2月に県が実施した「平成18年度　長野県民満足度等調査」からは，長野県の施
策分野として「地球温暖化の防止」を最も重要とする回答が得られた一方で，その現状に
対する満足度は最も低いとの回答が得られていた。「平成18年度県民満足度等調査結果」，
2008年3月28日，http://www.pref.nagano.jp/kikaku/kikaku/satisfaction/satisfaction.htm
（2009年2月2日参照）。          
事業の遂行は甚だ困難なのであり，行政がなんら具体的な施策を打てないこと
が，「県民計画」に対する県民認知度の低さの根本原因になっているとの見方
を示した。事実，条例制定後に県独自の予算割り当てが実現し，実際に実施に
移されたのは，結局のところ，省エネ・ラベルやエコ・アクションといった国
や他の自治体においてすでに取り組まれていた施策だけだった。また，県庁担
当者とすれば，実現可能性なき施策が「県民計画」に盛られたのは，田中前知
事の下，他県にない先進的対策を推し進めるとの方針が採用され，横並びから
の脱却が企図されていたからであり，「県民計画」がこのままの姿で放置され
れば，2010 年までに 1990 年比 6％という削減目標が未達成となることは確実
だとの理解があった。担当部課としては，村井知事による「達成が不可能な行
政計画の放置は望ましくない」との指示もあり，この問題に対処するためには，
「県民計画」を「行政が動ける計画」に作り替えることが必須になるとの認識
を得ていた。
これに対して，ある委員からは，「そもそも県民計画は実施されていないの
だから，なぜ削減目標未達成の原因が計画の内容に求められるのか」，「計画中
の施策を実施してみて削減効果が上がらないというデータがあるのならいざ知
らず，未実施の計画をなぜ作り替える必要があるのか」，「問題はむしろ，計画
の内容面にではなく，計画が実施されない点にこそ求められるべきではないか」
といった疑義が呈された。もっとも，このような疑義を呈しつつも，この委員
自身，田中の手になる「県民計画」は，もはや政治的にその存在価値が否定さ
れており，実施への理解を県民に求めるだけの士気が県行政からが失われた今，
この計画が「葬られるのも仕方がない」とのおぼえがあり，自身の「改訂・専
門委員会」委員への任命についても，改訂の対象たる「県民計画」のこれまで
の策定経緯を知る者として，「かっこつけに呼ばれている程度」との認識を有
していた。さらに，同委員は，「改訂・専門委員会」には，「第 1次提言書」や
「県民計画」の策定経緯を知らない――いわば，従前の施策に「こだわりのない」
――委員が数多く（10人中8名）任命されたこともあり，仮に自分が計画の維持・         
存続を唱えたとしても，その主張が審議過程を主導・支配するだけの力を持ち
得ないことは半ば自明であったとした。
一方，委員の任命に関与した事務局担当者は，選任の基準として，「県民計画」
策定の経緯を知る者は含めるが158，これまでの審議会などでの論議を通じて，
「県内はおろかわが国には，温暖化問題の解決策に通じた専門家というものは，
実はいないことがわかった。公害や環境問題の専門家は多数いるが，これをや
れば CO2 の排出は確実に減るといえる本当に専門家と呼べる人は温暖化問題
に関してはまだいない」として，学識経験者，企業関係者，基礎的自治体関係
者など，各界各方面からバランス良く人選を行うことにつとめたとした159。
「改訂・専門委員会」での公式会議においては，まず，「地球温暖化防止県民
計画の現状について」が会議事項として取り上げられ，委員からは，削減目標
との関連において，同計画の実施・達成状況を数量的に検証すべきではないか
との意見が示された。この点に関して，事務局からは，施策から得られるとさ
れた削減量の正確な算定が困難・不可能なものや，削減量を県内の
4 4 4
削減量とし
て把握することができないものなどがあり160，予定された削減目標の計算方
法自体に疑義があるのだが，こういった部分の問題性を委員会で検討するより
は，その反省の上に立ち，「改訂版県民計画」においては，同じ過ちを犯すこ
とのないよう意を払うことの方が重要だとの認識が示された161。また，同委
員会委員長により，学識経験者や専門家の間で先駆的内容が注目される「県民
158　従前計画の策定経緯を知る者を委員に任命するという点に関しては，村井知事の指示が
あったとされた。
159　「改訂・専門委員会」委員の選任にあたり，公募委員の募集は行われていない。
160　たとえば，「県民計画」には，小中学校などで県産材を用いた木製の椅子を導入し，従来
の鉄製のそれに代替させるとの施策があるが，これにより，鉄や樹脂を使用しなくなること
でCO2の排出を減らすのは長野県ではなく他県であり，長野県に木製椅子の製造工程が置
かれることで県内排出量は逆に増加する。
161　第1回長野県環境審議会地球温暖化対策専門委員会議事録，2007年7月13日，http://
www.pref.nagano.jp/kankyo/kansei/ondan/keikaku/kaitei/gijiroku190713.pdf（2009年2月
13日参照），pp. 7-8。          
計画」ではあるが，その存在に対する一般県民の認知度が非常に低いことが，「県
民計画」中の施策が実施されない原因と見られるからには，「改訂版県民計画」
の内容は，この点を改善するようなものにすべきだとの見解が示された162。
以後，「改訂・専門委員会」の審議過程においては，（先の委員の指摘にある
ように）「県民計画」の維持・存続を求める特段の意見もなく，事務局の企図
する通りにその抜本的修正が方向づけられることになったが，ある委員（「市
民委員」）は，つぎのような理解をもってこの事態を受けとめた。「県民計画」
の意義は，長野県民に向けて，6％削減の達成は確かに極めて難儀だが，計画
に定めた事柄を鋭意実行に移せば，それは必ずしも絶対に無理なことではない
ことを示すことにあった。しかしながら，計画を実行に移すためには，まずは
県民がこの計画のことを認知し，実現に向けて努力するプロセスが生まれてこ
なければならない。われわれ「市民委員」は，田中の政治的リーダーシップを
過大評価し，計画の実現をその作用に委ね過ぎたという点で過ちを犯したが，
村井県政下では，知事による同様のリーダーシップの発揮を期待することはで
きず，「県民計画」を支える下地はもはや存在しないと見るべきである。この
ような環境下において，「県庁アクターが動かない」→「県民への周知がはか
れない」→「県民が動かない」という悪循環を絶つには，「県民計画」の抜本
改定ももはや致し方ないことである。「市民委員」としては，改訂後の県の施
策に対する県民認知の向上がはかられたときに，「県民計画」が「復活する」
ことを期待したい。
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2008 年 2 月，「改定・専門委員会」でのおよそ 7ヶ月にわたる審議を経て，「県
民計画」は改定・公表された。改定手続上，上位機関の県環境審議会にて改訂
案の是非がはかられたが，ある委員は，そこでの内容に実質的修正を求めるよ
162　同上，pp. 14-5。          
うな異論が審議会委員から呈されることはなかったとした。同委員はまた，「改
訂・専門委員会」における決定は，「県民計画」策定に至るまでのそれと異なり，
行政主導と性格づけることができるとした。
「市民委員」および従前の「県民計画」の策定経緯を知る者からすれば，改
訂後の「県民計画」（以下，「改訂版県民計画」）は，a）排出削減目標と b）そ
れを達成するための施策の両面において，その原型をとどめないものとなった。
以下では，それぞれの側面について，いかなる修正が，なぜ，どのように施さ
れたのかを見る。
a)「排出量削減目標」：「改訂版県民計画」では，削減目標について，1990年比 6％
の削減目標の達成時期が2010年から 2012年に改められた。と同時に，森林によ
る吸収分を削減分として認めるとともに，削減量の算定基準を火力発電によるも
のから原子力発電を含む全電源平均によるものへと変更した。
ここでの修正は，大要，つぎのような県行政の理解を反映したものである。i）
2002 年以降，県内人口の減少と地域経済の停滞とが影響し，県内の排出トレ
ンドは純減となっており，ii）域内の社会・経済状況がこのまま推移するとの
仮定の下，森林吸収分および中部電力による原子力発電所の稼働率改善163 に
よる電力の CO2 排出係数の低下分を勘案し，かつ，iii）達成目標年を 2年先
延ばしにすれば，当初は困難と目されていた削減目標の達成が，実は現実のも
のとして視野に入る可能性がある164。また，iv）2012 年は，京都議定書第一
163　この時，中部電力浜岡原子力発電所では，配管破断事故で1号機が，定期点検で2号機が，
それぞれ長期にわたり停止しており，2010年度内に運転を再開する予定となっていた。『静
岡新聞』2008年12月23日。また，2006年6月に低圧タービンが損傷した同5号機は，約8ヶ
月にわたる点検作業の後，2007年3月に運転を再開しており，2007年8月現在，浜岡原子力
発電所の設備利用率は，前年8月の22.8％から72.4％にまで上昇していた。「中部電力プレ
スリリース」，平成19年9月度，電事連・三田社長記者会見，2007年9月14日，http://www.
chuden.co.jp/corpo/publicity/other/other_20070914_1.html（2009年2月16日参照）。
164　第3回長野県環境審議会地球温暖化対策専門委員会議事録，2007年10月22日，http://
www.pref.nagano.jp/kankyo/kansei/ondan/keikaku/kaitei/gijiroku191022.pdf（2009年2月
16日参照），pp. 4-6。          
約束期間の最後の年，および，温暖化対策を重要施策の一つに位置づける「長
野県中期総合計画」の目標年にあたり，達成目標年を 2年先延ばしすれば，そ
の間に国や自治体（県および県下基礎的自治体）が行う各種対策がさらに進展
することが期待でき，「改訂版県民計画」の削減目標の達成にいわば「保険を
掛ける」ことになる。
一方，かつて「市民委員」が，従来の「県民計画」において，森林吸収分を
削減量にカウントしないとしたのは，主にはつぎの理由からであった。i’）計
画策定当時（2003 年）は，森林吸収分の算定方式に客観性・合理性が欠ける
との理解があり，ii’）県土の約 78％を森林が占める長野県にあっては，森林
吸収分に依存した温暖化対策の推進を易きに流れるものとして，iii’）これを
あえて拒否する姿勢を示すことが，政治的思惑で決まった当時の国際合意を安
易に受け入れた，わが国政府に対する県としての異議の意思表示になる165（上
記本章 1（2）②参照）。
しかし，2008 年の現在，上記理解を支えた前提に変化が生じていた。まず，
2005 年に発効に至った京都議定書において，1990 年以降に間伐や枝打ちなど
の森林施業が行われている森林と，その他保安林など法的な保護保全措置が講
じられている天然林のみが算定対象とされたことにより，吸収源として算入で
きる森林は，域内に存在するすべての森林ではなく，同年以降，適正に管理さ
れている森林などに限られることとなった。加えて，2007 年 5 月には，森林
の蓄積増加量の算定方法が国（林野庁）によって示されたことから，森林吸収
量の合理的な算出が可能となった166。以上から，先に見た，森林吸収分の算定
165　第2回長野県環境審議会地球温暖化対策専門委員会議事録，2007年9月3日，http://
www.pref.nagano.jp/kankyo/kansei/ondan/keikaku/kaitei/gijiroku190903.pdf（2009年2
月16日参照），pp. 8-10，および，第4回長野県環境審議会地球温暖化対策専門委員会議事
録，2008年1月11日，http://www.pref.nagano.jp/kankyo/kansei/ondan/keikaku/kaitei/
gijiroku200111.pdf（2009年2月16日参照），p. 5。
166　長野県地球温暖化防止県民計画改訂版～長野県地球温暖化対策推進計画～，2008年2月，
http://www.pref.nagano.jp/kankyo/kansei/ondan/keikaku/pdf/kaitei-set.pdf（2009年2月
16日参照），p. 8（f.n. 9），12。          
方式に関する「市民委員」の i’）と ii’）の疑義は解消し――したがって，iii）
の意味もなく――，かつ，いわゆる京都メカニズムの一環として，間伐などの
森林保全策が県内においても実際に実施されてきていることから167，「市民委
員」としても，当該森林吸収分を削減量にカウントすることにもはや抵抗感は
なかった。
つぎに，従来の「県民計画」が火力基準を用いた理由は，「市民委員」の多
くが，原子力発電に依存した温暖化対策に否定的な理解を持っていた点に求め
られる。今回の改訂により，火力基準に代えて，原子力発電を含む全電源平均
を用いた基準を採用することについて，ある委員は，「改定・専門委員会」の
委員には，イデオロギーの観点から原子力発電を問題視する者が含まれておら
ず，火力基準の変更の是非が論点として浮上することもなかったとした。
b)「施策」：削減目標を達成するための各種施策については，「温暖化対策条
例」において条文化されたものを除き，従前の「県民計画」に盛られていた施
策はすべて維持されなかった。したがって，今回の改定作業の帰結は，とくに
「市民委員」の目には，「県民計画」の事実上の廃棄と映るものとなった。
「改定・専門委員会」での審議過程においては，事務局により，「県民計画」
の根本的な問題点として，これまでの長野県内の実際の排出状況を分析した上
で，各部門別（産業，民生家庭，民生業務，運輸，廃棄物の各部門）の排出量
がこれだけ延びており，その原因がどこそこにあるので，こういった施策を採
167　2004年10月制定の「長野県ふるさとの森林づくり条例」の下，間伐などによる森林・里
山整備の推進が企図されていた。「website信州　長野県公式ホームページ」，長野県ふるさ
との森林づくり条例，http://www.pref.nagano.jp/rinmu/rinsei/02jyourei/jourei/jourei.htm
（2009年2月16日参照）。また，同条例第9条に基づく「森林づくり指針」（2005年6月）や「長
野県行財政改革プラン」（2007年3月）により，森林整備のための新たな財源として，森林
税等の導入を検討することが明記されたことを受け，2007年5月以降，いわゆる「森林づく
り県民税」構想が具体化しつつあった。なお，同税は，2007年12月制定の「長野県森林づ
くり県民税条例」において，県民税均等割の超過課税方式（年間，個人500円，法人5％相
当額）として具体化を見た。「website信州　長野県公式ホームページ」，「長野県森林づくり
県民税」，http://www.pref.nagano.jp/rinmu/rinsei/01kikaku/minna/shinrinzei/shinrinzei.
htm（2009年2月16日参照）。          
用する必要がある，というロジックが用いられていない点があげられた168。こ
のため，個々の施策によって得られる削減量を計算し，それらを積み上げるこ
とにより，削減目標の達成可能性を推し量るという，「第 1次提言書」・「県民
計画」で採用された手法（上記本章 1（2）②参照）は，「改訂版県民計画」に
おいて一切用いられなかった。事務局としては，ある施策の削減量の試算を可
能にするデータおよび算定方法は，依然，精緻なものとして確立・提供されて
おらず，「県民計画」に盛られた施策とそれにより達成可能だとされた削減量
との間には因果関係がないとの理解に立ち169，むしろ従前の積み上げの発想と
は逆に，現状下で入手可能な 2004 年までのマクロ統計データに基づいて，こ
れまでの部門別排出トレンドから将来の削減目標値をシミュレートするという
手法を採用した170。このため，部門別の削減目標をどのような施策に依って
達成するのかは，「改訂版県民計画」の中で具体化がはかられておらず，基本
的には，「温暖化対策条例」に盛り込まれた施策を実施してゆくことで，削減
目標の達成を目指すことになった171。
そして，現状下で実施が見込めるその他の施策については，地球温暖化対策
地域協議会（以下，「地域協議会」）の活用により，県内各企業・業種間交流の
場を設け，排出削減に資する活動や技術などに関する情報交換を促しつつ，具
体化に向けた取り組みをはかることがうたわれた172。ここでいう「地域協議会」
とは，国の「温暖化対策推進法」（2002 年改正法）の下，努力義務として自治
168　前掲注164・pp. 11-2，同165・第2回議事録，pp. 14-5，および，同・第4回議事録，pp.
25-6。
169　前掲注164・pp. 21-2，同165・第2回議事録，p. 7，および，同・第4回議事録，pp.
25-6。
170　前掲注164，pp. 3-9，および，同165・第4回議事録，pp. 15-6。
171　したがって，ある委員は，「改訂版県民計画」は，「それを見て誰がどのような対策や行
動をとるのかを具体的に知ることはできない」ものになり，「その意味では，改訂前の計画
の方が優れていた」との評価を示した。
172　前掲注166・第6章（計画の推進，1　県民，事業者，行政等が連携した計画の推進体制），
p. 33。          
体が設置を求められている会議体であり，その趣旨は，同「協議会」が，自治体，
事業者，住民などが地域におけるパートナーシップを構築する際の活動母体と
なり，地域レベルでの対策推進に寄与することにあるとされる173。したがって，
ここからは，「改訂版県民計画」が，かつて「市民委員」が指向した規制的措
置をも用いた――そして，それゆえに「実効性」のある――削減策ではなく，
官業協調を基調とした自主的な――そして，それゆえに「実現可能性」のある
――削減策を選好したものになったことを看取することができる。
では，上記のような，計画改訂をめぐる方針設定とその帰結には，従来の「県
民計画」との対比上，どのような意味合いが見いだされ得るのだろうか。
まず，事務局による，「個別施策の積み上げにより，削減目標の達成を目指す」
という考え方の否定は，信州・長野の地域特性に鑑みた，横並びに依らない先
駆的温暖化対策の遂行という，「第 1次提言書」・「県民計画」の策定において
「市民委員」が中核に据えた基本路線の否定を意味するものである。「市民委員」
からすれば，「県民計画」中の個別施策の選択には，脱温暖化を果たした将来
あるべき信州・長野の実現に欠かせない，地域固有の対策を計画に盛り込むべ
きだとの理解が反映していたのであり，それら個別施策を「積み上げる」こと
の否定の上に立った「改訂版県民計画」とは，「市民委員」が問題視した国お
よび他の自治体の模倣による旧来型の横並びによる政策運営に，いわば「逆戻
りする」ことを象徴するものとなった。このことが，とりわけ「第 1次提言書」
の策定を主導した「市民委員」にとって，大きな落胆となったことは想像に難
くない。事実，「改定・専門委員会」に参画した「市民委員」からは，これら
他の「市民委員」から「（「改訂・専門委員会」は）一体なにをやっているんだ」
との叱責を受けたとの指摘がなされた。
173　「温暖化対策推進法」第26条1項は，「地方公共団体，都道府県センター，地球温暖化防
止活動推進員，事業者，住民その他の地球温暖化対策の推進を図るための活動を行う者は，
日常生活に関する温室効果ガスの排出の抑制等に関し必要となるべき措置について協議する
ため，地球温暖化対策地域協議会を組織することができる」と規定する。         
加えて，「改定・専門委員会」における，「個別施策の削減量試算を可能にす
るデータの不存在」および「施策と削減量の間の因果関係の不存在」という事
務局の主張は，過去の自らの業務遂行の事実上の否定を意味するものとなった。
すでに見たように（上記本章 1（1）①参照），「研究会」・「専門委員会」の策
定過程において，関連するデータを用いて削減量を計算する作業を担ったのは，
他ならぬ当時の事務局であった。当該委員が政策アイデアを提示し，それに依
拠して具体化された個々の施策の削減量試算は行政において行うという，この
時の官民役割分担のあり方は，「第 1次提言書」・「県民計画」が‘市民案’と
して性格づけられることの根拠とされ，かつ，このことに関しては，県庁担当
者を含む当時の関係アクターにより，市民参加と協働を体現した政策過程のあ
り方として新奇かつ意義あるものとして，肯定的な評価が与えられていたので
ある174。しかし，今回の計画改訂に至るまで，県行政は，不存在とした当該デー
タの探求・作成および施策に起因する削減量の推定手法の精緻化という作業に
着手してはおらず，「改定・専門委員会」においては，個別施策の削減推計量
という指標の活用を自ら否定した上で，部門別の削減目標量という指標を用い
ることとした。つまり，県行政は，委員提案に基づくミクロな指標をボトムアッ
プするという「第 1次提言書」・「県民計画」時の手法に代えて，自身が提案す
るマクロな指標をトップダウンするという手法を「改訂版県民計画」において
採用したのである175。
では，このような方針転換が，なぜ，県行政においてなされ得たのだろうか。
まず，これを理解する上で留意すべきは，ここでの県行政の判断が，施策に
よる削減効果の数量的裏づけという，温暖化対策遂行上，重要視されるべき要
素をめぐり，かつての手法が間違いであり・今回の手法が優れるとの理解に基
づくものではないという点である。そうではなく，計画改定にのぞむ県行政に
おいては，むしろ，削減効果をめぐるデータや推定手法の優劣という客観的・
174　前掲注39・pp. 14-5。
175　前掲注164・pp. 11-2。          
科学的な判断領域を超えた，政策遂行上の価値選択がなされたと見るべきであ
る。上述のように，「県民計画」の策定以降，県行政においては，横並び脱却
を掲げた田中前知事から人心が離反し，続く村井新知事からは，「達成可能な
計画策定を」との指示が担当部課に対して与えられていた。そのような折り，
同課によるシミュレーションの結果は，上記 a）で見た改訂を施せば 2012 年
はおろか 2010 年においてさえ，1990 年比 6%という排出削減目標の達成が現
実味を帯びるとの将来像を示したのである。これにより，知事・村井のいう「達
成可能な計画策定」が視野に入ったことになるのであり，そうとなれば，県行
政としては，政策遂行上の価値選択の問題として，「第 1次提言書」・「県民計
画」を特徴づけた「実効性の高い個別施策の推計削減量を積み上げる」という
――行政実務上，「実現可能性」を欠き説明責任の観点からリスクの高い――
手法に，敢えて拘束される必要性はもはやないとの判断を下し得る。なぜなら
ば，県行政の視点からは，「改訂版県民計画」がうたう通りに，2012 年までに
削減目標が達成されるのであれば，それは，従前の「県民計画」の下で常に問
題視されていた「実現可能性」と「実効性」の両立が「改訂版県民計画」の下
で実現することになり，かつ，このことが，かねてより懸念していた説明責
任の問題を解消することになるからである。加えて，本稿冒頭で触れたよう
に（上記第 III章③参照），「温暖化対策条例」が規定する「対策推進計画」に
盛られるべき項目は，「改訂版県民計画」においてすべて遺漏なく網羅されて
おり，その内容は，国の「温暖化対策推進法」がその策定を自治体に対して要
請する，「地域推進計画」としてこれを位置づけるに必要十分な内容を具備し
たものといえる。つまり，担当部課としては，当該法令体系上，なんら遜色の
ない定石にかなう政策決定を行ったのであり，その結果――「市民委員」から
すれば，横並びと模倣に逆行したかに見える――自らの施策展開を説明可能な
（accountable）ものとして県庁内外に示すことが可能となったのである。
ただし，ここで同時に留意されるべきは，上記のような県行政による政策判
断が，大量生産・大量消費型の社会経済モデルからの転換という，「市民委員」         
が重視した政策命題の非アジェンダ化を将来にわたり帰結・固定化する可能性
がある点である。かつて「市民委員」は，脱温暖化を果たした地域社会の構築
に向けて，その第一歩を踏み出すためには，現状下では当該対策の「実現可能
性」と「実効性」の間に本来的な齟齬がある――つまりは，削減効果が高い施
策ほど，それを実施に移すことが域内合意形成上困難だという――ことを直視
した上で，県民，行政，議会を巻き込んだ政策論議が県内において政治争点化
される必要があるとした176。そして，それゆえに「市民委員」は，およそ実
現可能性のない施策を含む「第 1次提言書」をいわば敢えて世に問うことによっ
て，従来型社会経済モデルからの転換という政策命題への認知と理解を県民の
間に広めようとしたのである（上記本章 1（3）①参照）。
しかしながら，すでに述べたところから明らかなように，「温暖化対策条例」
とその推進計画たる「改訂版県民計画」の下，2012 年に向けて削減目標の達
成が視野に入る限りは，このような「市民委員」の目論見をアジェンダ化する
だけの政策的契機が，県内において再び顕在化する可能性は低いと見ることが
できる。なぜならば，「市民委員」がすでに問題視しているように，長野県で
は，「県民計画」や「温暖化対策条例」に対する認知度は依然として低い上に，
今後「改訂版県民計画」（=「対策推進計画」）の下で予期される――官業協調
型の自主対策を基調とした――施策展開に，このような状況の改善に資する県
内世論の喚起につながるような要素を見いだすことは難しいからである。
なお，横並びと模倣に回帰したとする今回の政策決定を指して，「第 1次提
言書」の策定以降，すべての審議過程に委員として参加した「市民委員」は，
それが示唆するところをつぎのように述べている。自身の 7年を超えるコミッ
トメントを通じて，「結局のところ，県は，自分の力で川の流れを速めること
176　この点に関する「市民委員」の認識は，「第1次提言書」や「県民計画」に掲げられた削
減対策の遂行を通じて，「田中知事の『脱ダム』宣言が引き起こしたように，議会や業界，
県民からの賛同と反発をもって，県全体を温暖化防止論議に巻き込んでゆけばよいのだ。パー
トナーシップ組織などを発足させて進めてゆくよりも，より広範な市民参加となるに違いな
い」というものであった。前掲注49・野池（2003），p. 22。         
はできないということがわかった。川の流れはどこか他で決まり，県にできる
のはその流れに乗るかどうかを決めることだけだ」。ここからは，長野県とい
う自治体レベルにおいて，施策展開のあり方に自律性を確保し，そこでの政策
決定の帰結として温暖化問題への対策推進を加速化させることが，いかに困難
なことと見なされているのかがわかる。では，温暖化問題という政策課題の解
決をはかる上で，仮に「川の流れを速める」ことが必須だとすれば，自治体レ
ベルの対応としてなにが求められるだろうか。この点について，同「市民委員」
は，「それは簡単なことで，明日にでも県全体に環境税（炭素税）を掛けると
いえばよい。目に見える負担が課されるとなれば，すぐにでも温暖化政策は関
心の的になる」とした上で，「しかし，今は誰も，県で環境税を導入して県民
に負担を課そうなどとはいわない」との見方を示した。
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以上，本稿では，長野県におけるおよそ 7年にわたる一連の政策過程を題材
に，上記 III章で特定した 4つのイシューにアプローチすべく，アクター間の
相互作用や合意形成のあり方に考察を加えてきた。以下では，本稿の最後にあ
たり，イシューごとの知見を総括するとともに，そこから得られる含意につい
て論究する。
a) 先駆性と実効性を兼ね備えるとされた「第 1次提言書」の策定は，なぜ，
どのようにして，可能となったのか
一連の政策過程の起点には，地方レベルにおける従来型の政策決定を問題視
した「市民委員」の企図が位置した。国に倣い，横並びで進展する自治体の温
暖化政策には，実際に CO2 を削減するだけの実効性に欠けるため，強制策・         
規制的措置の導入を視野に入れた信州・長野独自の対策推進が，「市民委員」
によって模索されたのである。
「研究会」に参画した「市民委員」は，すでに相互に個人的なネットワーク
で結ばれており，市民団体や環境 NPOでの実践活動の経験を通じて，環境問
題や温暖化問題に専門知識を有するアクターであった。また，アクター間ネッ
トワークは県内外に拡散しており，これを通じて他の環境 NPOや学識経験者
などが，事実上，「研究会」での政策論議に参画した。その結果，各々の専門
的見地から政策アイデアや問題解決策が提示されたことが，「研究会」事務局（県
行政）の草案に代わる「市民委員」案の具体化とその質の向上に寄与したとさ
れた。したがって，ここには，いわゆるイシュー・ネットワーク177 の成立を
指摘することができよう。
また，市民委員は，「研究会」公式会議の時間的制約を克服するために，イ
ンフォーマルな政策論議の機会を多数確保したが，このことが，「研究会」運
営における主導権を「市民委員」が握ることを可能にした。一連のインフォー
マルな論議にコミットしない他の委員は，公式会議の場で示される政策案の内
容を十分に理解・咀嚼することが困難になったからである。
一方，事務局をつとめた県行政は，「研究会」が提言する先駆案（「第 1次提
言書」）には，実際の施策として実施され得ないものが多々含まれると見た――
これは，庁内外における合意形成や財源・予算措置の獲得が困難だと予見され
たからである。県庁担当者としては，実現の見込みのない先駆策を公式の行政
計画に盛り込めば，将来，なんらかの説明責任が生じるであろうことを憂慮し
た。また，県行政としては，費用対効果をめぐる不確実性が大きいこともあ
177　多数参加者の存在を前提とした，アクター間の相互依存性や閉鎖性の低い，結びつきの
弱いネットワークを指す。たとえば，D. Marsh and R. A. W. Rhodes (1992)“Policy Com-
munities and Issue Networks: Beyond Typology”in D. Marsh and R. A. W. Rhodes, eds.,
Policy Networks in British Government, Oxford: Clarendon Press, pp. 249-68.         
り178，施策がより先駆的で実効性がより高いほど，より実現可能性に欠ける
との認知を持つ傾向にあった。以上からは，「実効性」対「実現可能性」の対
立命題が二律背反の関係として成り立ち，説明責任の観点から実現可能性の有
無に配慮する県行政の姿勢が，実効性に優れる施策展開にとって阻害要因にな
ることがわかる。
実現可能性をめぐる憂慮にもかかわらず，県行政が「第 1次提言書」を受容
したのは，上記ネットワークに連なるアクターの属性とその影響力による部分
が大きい。知事である田中の支援者たる地元有力経済人（Z氏）が「研究会」
のトップをつとめ，「市民委員」の中心アクタ （ーA氏）は，勝手連やボランティ
アを組織して知事選で田中を支援した人物であった。A氏の「研究会」委員就
任は，田中の直接の関与により実現し，A氏を核とする個人的ネットワークを
通じて他の「市民委員」が「研究会」に参集した。これにより，県行政は，「研
究会」提言の背後に知事に連なる政治的ネットワークの作用を感知し，実現可
能性を等閑視する形で「第 1次提言書」を受け入れた。したがって，ここから
は，イシュー・ネットワークと政治的ネットワークとが切り結び，地場の権力
構造が提言に投射されたことが，先駆案の受容を促したことがわかる 179。
なお，「市民委員」も，県行政同様，自身の提言内容が実現可能性を欠くこ
とを十分認識していた。と同時に，その点への対応策として，県内事業者に対
する過度の負担の回避が意識され，営業時間の短縮や設置台数の半減といった
規制的措置は主に県外資本を対象としたものとなった。提言の戦術的側面とさ
れた施策ではあったが，「市民委員」としても，案が具体化されるにつれ，規
178　なお，「市民委員」以外の委員（具体的には，企業関係委員や県下基礎的自治体職員）は，
提言内容の遂行が，どのような利害得失になるのかが依然判然としないこと，および，「市
民委員」の企図に賛同できる部分があることから，代替案の内容に異論を提起しなかった。
説明責任を憂慮しないこれら委員にとっては，総論において賛同できる温暖化対策の推進に
おいて，費用対効果をめぐる不確実性の大きさが，先駆案受容の促進要因となることが指摘
できよう。
179　ただし，この状態を「政策共同体（policy communities）」による作用として記述・理解
し得るのか，筆者にはなお確信がもてない。前掲注177。         
制対象業界からの反発は必至だと理解していた。むしろ，ここでの「市民委員」
の企図は，実現可能性なき先駆案を敢えてアジェンダにのせ，議会，業界，県
民を巻き込んだ政策論議を喚起し，実効性の高い温暖化対策の遂行という命題
を県政課題の中核に位置づけんとする点にあった。そうすることにより，「市
民委員」は，枯渇性化石燃料に依存した大量生産・大量消費型の従来型社会経
済モデルを転換することの必要性と必然性を説き，長野という地域においてそ
の先鞭を付けることを目指した。
b)「第 1次提言書」は，なぜ，どのようにして，「県民計画」に受容されたのか
上記「市民委員」の企図は，県内政治経済の構造的転換をうたう田中の「脱
ダム」宣言に通ずる側面があり，これに賛同する県庁職員の理解・共感を得る
ものとなった。また，県行政には，公募市民を含む「市民委員」の主体的参画
により策定された「第 1次提言書」を，市民参加の観点から尊重すべきものと
見なす職員もいた。しかしながら，その一方で，「第 1提言書」を公式の行政
計画（「県民計画」）として受容するには，説明責任の観点から施策の実現可能
性のなさがより強く憂慮された。
この憂慮を払拭したのは，知事選での再選とその直後に行われた組織改編・
人事異動を通じた田中による政治的コミットメントの作用である。庁内では，
田中の政治姿勢を支持し，温暖化対策の推進に高い関心を示す職員が，人事異
動を通じて新設の担当部課に配属となった。他の主要政策領域との横断的検討
に道を拓く組織改編もあり，知事による温暖化対策への関心の高さが示される
形となった――ここには，あたかも，「市民委員」の目論見が庁内体制の側面
から担保されるかのごとき展開が見られた。以上に加え，向こう 4年間の任期
を持つ知事が，「第 1次提言書」の支持を言明していたのであり，県行政とし
ては，その実現可能性のなさを再度等閑に付す以外に選択の余地はなかった。
なお，ここで留意すべきは，県行政には，知事選後，田中が当選・復職を遂         
げなければ，審議会事務局に与えられた裁量により，計画内容を実現可能なも
のに修正することが可能――かつ，修正すべき――だとの認識があった点であ
る。つまり，（田中でない）新知事による「第 1次提言書」を擁護するとの直
接の指揮監督がない限り，提言を性格づけた‘市民性’は田中の退出と伴に消
失するのであり，先駆案の正統性の如何は，裁量の下で審議を主導する行政が
自ら判断すべきものだとの理解があった。したがって，ここからは，「第 1次
提言書」の‘市民性’が，知事とそれに連なる政治的ネットワークが孕む権力
作用よって支えられていたことが示唆されよう。また，以上の知見からは，先
駆策の計画化を可能にする要因として，知事による政治的コミットメントが重
要であることと，それが存在しない政策過程においては，先駆策の提案に見る
市民参加・官民協働と行政による裁量行使との間に，緊張・対立の関係が成り
立つことがわかろう。そして，ここでの両者の関係性を規定したのが，先駆策
をめぐる「実効性」対「実現可能性」という対立命題であった。
c)「県民計画」の実現をはかるための「温暖化対策条例」の制定は，なぜ，ど
のようにして，不可能となったのか
計画化を見た先駆策は，それ以降 2年にわたり，施策としてなんら実現を見
ない状態に置かれた。そこでは，行政実務上の事由として，財政の困窮，費用
対効果の精緻な把握が困難，規制的措置への対象業界からの反発，といった点
があげられた。そのいずれにも，一定程度の説得性があり，またそれゆえに，「県
民計画」中の施策の実現を強く阻害した。以上に加え，田中からの人心の離反
による県庁職員のサボタージュという阻害要因があった。これにより，組織改
編・人事異動により期待された，庁内での横断的検討やその帰結たる温暖化政
策のプライオリティの向上といった作用は，ほぼ完全なまでに減殺された。さ
らに，同時期には，政治的ネットワークの中核に位置した Z氏が田中支持を
撤回し，「市民委員」もまた田中から離反した。そして，議会対立が深刻の度         
合いを深める中，施策の実現に向けた予算措置も実現せず，田中の手になる「県
民計画」が絵に描いた餅になることも，むしろ自明のことと県行政は捉えた（な
お，この状態は後の計画改訂に至るまで続いた）。
この，施策としての実現可能性の欠損は，先駆策の条例化の帰趨を左右した。
条例制定を説く「市民委員」や一部職員の企図は，施策が実現を見ない現状を
打破するため，その推進に法的根拠を得ることにあった。したがって，ここで
の試みは，先駆策で企図した政策パフォーマンスを将来にわたり維持・存続さ
せるためのものであった。しかし，条例化をはかろうとする施策自体が実施さ
れていないことが，担当部課の姿勢を消極化させた。条例に規定された施策が
実施され得ないものとなれば，事務事業評価の観点から，担当部課はより直裁
な説明責任を負うことになるからである。担当部課としては，条例制定権の行
使という，自治体として最高形式の権限行使を伴う決定を経る以上，条文化さ
れた施策が実施を見ないことの説明責任は，計画化した施策が実施を見ないこ
とよりも，「よりリアルな」ものだと理解した。
また，県行政としては，規制的措置の条例化が域内事業者の域外逃避（「足
による投票」）を誘発することを憂慮した。この点は県議会も同様である。そ
のため，議会から担当部課に対して，条例化により域内事業者が過度の痛みを
被らないことの確証が求められた。これに応じるには，施策の費用対効果のよ
り一層の精緻な把握が必要となるが，手持ちのデータが不備なことなどもあり，
基本的に困難な作業となった。また，「県民計画」では，その目玉となる施策
として，24 時間型営業の時間規制がうたわれたが，特定業種を対象とした削
減策を義務化することが，公平性や効率性の観点から問題視された。
このような困難な状況下，担当部課により，他の自治体の類似条例が模倣さ
れた。他の自治体の類似条例は，すでに実現可能性が実証された施策を規定す
るものであり，これを模倣すれば，何らかのパフォーマンスを伴うであろう施
策を域内の関係各方面との摩擦・軋轢なく実施することができる。このような
見立てから，他の自治体の類似条例の模倣は，議会対策上，有効な手法だと理         
解された。他の自治体で実現可能な施策の条例化を自ら拒めば，議会としても
説明責任が問われかねないからである。なお，裾切り基準の引き下げによる義
務対象者の範囲拡大を求める「市民委員」の要請は，新たに義務対象となる者
の事前かつ完全な捕捉ができず，法令執行上，行政の公平性が保たれないとす
る担当部課により拒否され，他の自治体が既定する同基準が模倣により条例化
された。また，他の類似条例の模倣と同様，努力義務規定を用いた条例化も多々
見られた。関係アクターとの合意形成が不可能であることから，条例による施
策の義務づけや規制的措置の導入が困難と見られる場合，施策の実施を担保し
得ない努力義務を条文化することで，条例制定そのものの断念が回避された。
これに対して，「市民委員」は，主に，模倣による条例化が地域特性に鑑みた
施策展開を阻害する点と，努力義務規定では先駆策の企図に沿った行動が対象
者によって実行に移され得ない点の，2つの観点から異議を呈し，県行政と対立
した。しかし，知事・田中が条例案の可決・成立を選好した時点で，先駆策の
反映・条例化が実現する可能性はすでになきに等しいものであった。対立する
議会と知事は，模倣や努力義務規定に依る案でのみ，折り合うことができたか
らである。以上からは，他の自治体の類似条例の模倣や努力義務規定の活用が
生み出す合意形成の機会が，先駆策条例化の阻害要因となる点が理解できよう。
d) その改訂版において「県民計画」は，なぜ，どのようにして，根本的な修
正を施されたのか
田中三選を阻止した村井新知事の下，「県民計画」は，「温暖化対策条例」が
予定する手続きに沿って改訂に付された。改訂において，担当部課が問題視し
たのは，「県民計画」中の施策とその実施により得られるとされた削減効果と
の間には因果関係がなく，施策が仮にすべて実施され得たとしても，削減目
標が達成されることはない点である。しかし，「市民委員」は，このような理
解を受け入れていない。なぜならば，「市民委員」からすれば，（用いたデータ         
の確度には確かに問題があったものの）個々の施策の削減量推計を行い，その
積み上げにより削減目標を設定した点を先駆として，これを肯定的に評価した
のは，当時の県庁担当者も同様だったからである。そのため，「市民委員」は，
計画改訂は知事交代に伴う政治的見地からのものだと捉えた。つまり，新知事
による前任者色の濃い行政計画の廃棄である。したがって，以上からは，先駆
策の促進要因たる知事による政治的コミットメントは，その過度の発揮が阻害
要因にもなる，裏腹の作用を持つことがわかる。
一方，改訂にあたり担当部課を支配したのは，削減目標の達成が視野に入る
のであれば，敢えて先駆策にうったえることに実務上の合理性はないとの価値
判断であった。県行政としては，「改訂版県民計画」が――「市民委員」からは，
否定と克服の対象と見なされていた――模倣・横並びによる従来型の計画に逆
戻りしたとしても，なお，内外に対して説明責任を果たし得るのであり，それ
を現に可能にするために，森林吸収分を削減量にカウントし，全電源平均を用
いて原発再稼働による排出係数の改善を折り込み，目標達成年を 2年先送りに
する，との改訂が施されたのである。ここからは，統括管理者たる知事のコミッ
トメントのあり方が，施策展開の合理性めぐる担当部課の解釈を大きく振幅さ
せる点が示唆されよう。
温暖化対策を進める上では，従来型の社会経済モデルの転換を説き，その変
化の先にどのような未来像が描けるのかを示すことが肝要だとされる。これは，
昨今のいわゆる「グリーン・ニューディール政策」がうたう点であり，「市民委員」
は，これと同意の発想の下，一連の先駆策の実現をはかろうとした。先取とも
いい得る「市民委員」の企図は，しかし，およそ 7年にわたる政策過程をもっ
てしても，広く県民の認知を得たとは言い難い状況にある。また，より問題視
すべきは，計画策定や条例制定といった公式の政策的契機を通じて，温暖化対
策への県民意識の喚起・向上に必ずしも直結しない施策が制度化された点であ
ろう。こういった，逆機能とも呼べる作用を見たことが，一連の政策過程にコ         
ミットした「市民委員」による，「先駆策の推進は県には無理だ」との理解に
つながった。このことに鑑みれば，今後さらに加速しよう「グリーン・ニュー
ディール政策」の推進主体として，「県」という自治体がいかなる役割を果た
し得るのか――本稿の分析成果は，その能力に一定の疑義のあることを含意し
よう。
なお，県民意識の喚起・向上という点からすれば，なんらポジティブな作用
を発揮しなかった県議会だが，これを逆から見れば，計画内容の具現化や条例
化における議会の事実上の拒否権が，模倣による横並びへの回帰を知事（田中）・
担当部課に選好させたとの理解が可能となる。ただし，これを，形式制度上議
会が保有する権能と見るのかは，なお注意を要しよう。
当時の長野県
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に特異ともいえる政治的文脈の下，再選で圧勝したにもかかわ
らず，田中は県庁職員の支持を急速に失っていった。離反した職員は，反知事
色を鮮明にする議会の意向に沿う政策運営を選好するのであり，むしろ，この
ことが，計画内容の非実施や模倣・努力義務規定による条例制定を是とする選
好を担当部課にもたらした可能性はある。もし，庁内に離反者がでなければ，
県議会が反発する規定を敢えて条例案に盛るなどして，知事提案に悉く反対す
る議会を県民批判に曝す戦術がとられ得たのではなかろうか。
以上は，知事からの人心離反や議会対立といった阻害作用が，本ケースに特
異なものなのかを問う必要があることを示唆する。無論，それは，仮説として
示した上記分析成果全般に対する要請でもある（上記 II章 2参照）。したがっ
て，今後は，他の自治体を分析素材とした同趣旨のケース・スタディに取り組
み，本稿の一連の知見・理解の普遍的妥当性の検証を行うべきであろう。
各聞き取り調査（対面）の実施概要（脚注 33 参照）：
実施日，実施場所，調査対象者（匿名）：なお，信濃毎日新聞社記者を除き，
肩書きはすべて政策担当者としてのものを表す         
・　2002 年 6 月 14 日，長野県温暖化防止活動推進センター，事務局職員
・　2002 年 6 月 14 日，信濃毎日新聞，記者
・　2002 年 6 月 25 日，ホテルメトロポリタン長野，信州・地球温暖化対策
研究会委員
・ 2002 年 7 月 11 日，長野県庁，長野県生活環境部職員（2名）
・ 2002 年 12 月 13 日，東京都新宿区アトレ四谷，信州・地球温暖化対策
研究会委員
・ 2003 年 5 月 16 日，信州大学，信州・地球温暖化対策研究会委員
・ 2003 年 5 月 23 日，長野県庁，信州・地球温暖化対策研究会委員および
長野県企画局職員
・ 2003 年 7 月 23 日，長野県庁，長野県企画局職員
・ 2007 年 2 月 13 日，長野県庁，長野県生活環境部職員
・ 2007 年 2 月 13 日，長野県諏訪合同庁舎，長野県企画局職員
・ 2007 年 5 月 7 日，長野県庁，長野県生活環境部職員（2名）
・ 2007 年 5 月 7 日，信州大学，長野県環境審議会地球温暖化対策検討会
委員長
・ 2007 年 5 月 8 日，小諸グランドキャッスルホテル，長野県環境審議会
地球温暖化対策検討会委員
・ 2007 年 5 月 8 日，長野県諏訪合同庁舎，長野県企画局職員
・ 2008 年 1 月 27 日，横浜市営地下鉄センター南駅前，長野県環境審議会
地球温暖化専門委員会委員
・ 2008 年 3 月 18 日，信州大学，長野県環境審議会地球温暖化対策検討会
委員　　　
・ 2008 年 4 月 2 日，テクノプラザおかや，長野県環境審議会地球温暖化
対策検討会委員
・ 2008 年 4 月 15 日，長野県庁，長野県環境部職員
・ 2008 年 5 月 1 日，長野県庁，長野県環境部職員         
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・（財）地球環境財団　第 12 回地球環境財団研究奨励金
「分権化時代の環境保全政策と民主的合意形成に関する実証研究－エコロ
ジカルな地域社会の創造に向けて－」
・平成 16 年度　ニッセイ財団環境問題研究助成（共同研究者として参画）
「地方自治体における分権型エネルギー・ガバナンスに関する実証研究－
『環境・エネルギー政策』を通じた自律型地域社会の可能性について－」
研究代表者：鵜野公郎（慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科教授（当
時））
・（財）地球環境財団　第 16 回地球環境財団研究奨励金
「地方自治体におけるサステイナブル・エネルギー・コミュニティ形成に
関する基礎調査研究」
・日本学術振興会　科学研究費補助金　平成 21 年度基盤研究（C）
「地方自治体の地球温暖化政策を通じた分権型エネルギー・ガバナンスの
可能性と限界」
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